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序章 

 

 第 1 節 研究の動機 

  

 筆者は学校運動部に所属した経験をもっている。学校運動部での活動は筆者に貴重な人

生経験を与えてくれた。貴重な経験を与えてくれた学校運動部に感謝の気持ちをもってい

る。しかしその反面、筆者の所属していた学校運動部にみられた勝利至上主義的な風潮や、

指導者に強要された精神主義的実践にはいささか疑問をもっていた。やがて新聞等での報

道や、大学・大学院での勉強を通じて学校運動部の勝利至上主義や精神主義的実践が私の

周りだけではなく社会的な問題であることを認識した。 

筆者が多くのことを学び、人格形成の場として貴重な場であると感じる学校運動部にお

いて勝利至上主義や、非科学的実践である精神主義的実践等の反社会的ともいえる実践が

蔓延していることは非常に残念なことである。 

一方、文部省によって 2000（平成 12）年に出された「スポーツ振興基本計画」以降、

JOC（Japan Olympic Committee）の「ゴールドプラン」、日本体育協会（以下「日体協」

と略す。）の「21 世紀の国民スポーツ振興方策」等によって総合型地域スポーツクラブや

学校外における選手育成プログラムの実施が本格化している。 

また、最近ではオリンピックトリノ大会での日本人選手の成績不振を受け、これまで文

科省が扱ってきたスポーツを、「スポーツ庁」（2009 年の設立が目指されている）で取り扱

おうという動きが政府与党を中心に起こっている。自由民主党は 2007（平成 19）年 10

月に「スポーツ国立調査会」（仮名）を設立しており、同調査会は「スポーツ庁」の設立に

よって現行のスポーツ関連政策費約 180 億円を約 6 倍の約 1000 億円に引き上げ、更に学

校中心だったスポーツ環境を学校外へと移行させることを狙っている（産経新聞、

2007.10.28）。 

学校運動部が担っていた競技力向上の一部は確実に学校外へと移され始めており、今後

もその傾向は進むと考えられる。しかし学校運動部は独自の管理体制の下で閉鎖的ともい

える競技環境を作り上げており、徐々に学校外で実践されている最新の取り組みから遅れ

をとりはじめている。 

 そこで、学校運動部の競技力向上の実践について再度考察したうえで、いかに学校運動

部が学校外の実践とつながりをもち、情報交換等を行うべきかを考察したい。 
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第 2 節 研究の目的 

 

本研究では学校運動部がもつ体質と、2000（平成 12）年文部省「スポーツ振興基本計

画」以降、学校外で広まる生徒の競技力向上の実践を照らし合わせ、両者の長所と短所に

ついて考察し、互いに是正・補足しあいながら展開される健全で活発な生徒の競技力向上

実践について提案する。 

  

 

第 3 節 研究の方法 

 

本研究は競技団体による競技力向上の実践を参考に、学校運動部での実践を検討する事

例研究である。また、事例として中心的に扱った日本サッカー協会の「JFA アカデミー福

島」に関する情報を得るため、同アカデミーの島田信幸ヘッドコーチへのインタビューを

行った。 

一部、高校サッカー部の取り組みを把握するために、千葉県の市立船橋高等学校サッカ

ー部の石渡靖之監督、群馬県の前橋育英高等学校サッカー部山田耕介監督への電話インタ

ビューも行った。 

 

 

第 4 節 研究の対象と定義 

 

本研究における「競技団体」は、日本体育協会に加盟するアマチュアスポーツ団体のこ

とである。 

「学校運動部」は中学、高校の学校運動部を示しており、対象も中学校と高校の学校運

動部である。中学校と高校の学校運動部は第 1 章第 3 節で詳しく触れる学校体育連盟の統

括対象となっており、そこではいくつかの特殊性の下で競技が行われている。 
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 第5節 先行研究の検討 

 

「スポーツ振興基本計画」以降の学校運動部への提言は大きく分けて二つある。一つ目

は段階的な地域移譲、二つ目は引続き学校内で扱っていくというものである。 

大竹らは、学校運動部の地域への段階的以降策を提案した。第一段階は学校運動部の管

理体制の見直しの段階で、現在「学校対抗制」が原則とされている中学・高校生の競技会

の基準を緩和し、学校内と外で情報や競技会の機会を共有する段階。第二段階は「学校対

抗制」を完全に廃止し、学校運動部と地域・総合型地域スポーツクラブが「共存」する段

階。第三段階は学校運動部を完全に総合型地域スポーツクラブに移行させる段階で、教員

が指導を行う場合も地域や民間の指導者との交流を図り教員としての資質の向上につなげ

るなど、クラブが市場原理と結びつき、より発展する段階である（大竹、上田、2001p.276）。 

中西は大竹らの段階的対策を基本に、1980 年代後半から答申等で示されてきた「開かれ

た学校」観に学校運動部を近づけるために学校運動部は地域へと移譲されるべきとした。

具体的には第一段階は「学校内部変革計画」であり、現在の学校運動部に季節によって異

なる種目を体験できる「シーズン制部活動」、複数の種目に参加する生徒を集めた「複数種

目制部活動」、ライフスタイルに合わせて参加できる「活動日・時間帯選択制部活動」、生

徒の多様な要求に応えるために「エンジョイ活動部」、「競技力向上部活動」等を選択でき

る「コース選択制部活動」等を設ける段階。第二段階は「地域社会連携計画」であり、当

該学校の資源不足を地域資源や総合型地域スポーツクラブに依存し、有効活用できるよう

に協力・連携する段階である。更に学校運動部の指導者同士で情報交換を行い指導理念を

共有するために連絡セクションを設ける。第三段階は「地域社会融合計画」であり、総合

型地域スポーツクラブでの活動を学校運動部の活動として認め、生徒・地域住民の学習の

場として、地域社会と共に運営の責任を持つことになる段階である。この段階では教員も

メンバーとして参加し、地域住民と「共育・共汗・共働」する実施形態となり、生徒が学

校を卒業しても引続いて総合型地域スポーツクラブで活動できるようになる。中西によれ

ば、「開かれた学校」や「学校スリム化」を背景にした答申において示されてきた学校運動

部のあり方は、いきなり第二段階（「地域社会連携計画」）から出発することになっている

ため無理があると主張する（中西、2003,pp.101-114）。 

大竹らと中西に共通するのは段階的移譲対策であり、その第一段階には学校運動部自体

の変化が求められていることである。ただ、競技力向上の観点でみると大竹らの場合は最
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終の第三段階において選手育成実践が充実し始める。中西の場合は第二段階で指導者同士

の連絡セクションが設けられ、指導理念を共有することになるが、具体的選手育成実践は

どこで開発・統括するかが不明である。特に第 2 章で述べるように「スポーツ振興基本計

画」で競技力向上に求められている一環指導体制の確立には、諸スポーツ統括組織、地域、

学校が連携をとって実践されており、学校運動部内の範囲だけでは実現は難しいといえる。

更に、第 1 章第 3 節で述べるように現在日本の学校運動部で競技力向上を実践する中学・

高校生の割合は極めて高い状態にあり、学校運動部における競技力向上の実践に空白期間

が生じるとその影響は多大である。換言すると、学校運動部における選手育成実践の充実

は第一段階に位置付ける必要がある。 

 神谷らは中村が提案した教科体育の延長としての学校運動部の位置づけについて再考し

た（神谷、高橋、2006,pp.1-14）。中村は、スポーツを学校で行う以上、教育的意義が保障

されなくてはならないとし、教科体育で学んだ内容を学校運動部で深め、部員が得た成果

は部員による「校内スポーツ大会」等の開催・部以外に組織されたサークル活動の支援な

どによって、その他の生徒に還元される仕組みを提案している。 

また、学校運動部の基礎となる教科体育の内容は、歴史領域（スポーツの発展・思想史

等）、技術領域（実習、実験等で技術を学ぶ）、組織領域（スポーツを取り囲む社会の組織、

政策等）の三領域から構想され、学校運動部での体験を通じて教科体育の内容をより深く

学ぶことができるようになっている。 

神谷らは学校運動部が技術領域の発展学習の場として担う機能や、成果が全校生徒に還

元される仕組みは現在の学校運動部が抱えている非科学的トレーニングや、学校での曖昧

な立場を解決する方法として注目している。 

中村の提案では教科体育で学んだ科学的なスポーツ実践を学校運動部で更に深く研究し、

その成果を部員以外の生徒へと還元するとしているが、第 2 章で述べるようにスポーツ、

特に競技スポーツの科学的実践の追及は国の政策レベルで推進されており、その研究・実

践は学校から切り離されている。現状としては教科体育で基礎を学び、学校運動部内での

独自の研究で充実した競技力向上の実践を実現するのは容易ではない。国家政策として求

められている一環指導の実践ともなれば、更に学校内だけでは難しい。 

以上でみた「スポーツ振興基本計画」以降の学校運動部への提言は、学校運動部の段階

的地域移譲や学校運動部の存在意義の保護を提案するも、競技力向上の対策の部分では学

校運動部内での解決が提言されており、複数の組織によって初めて実践が可能となる一環
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指導や学校外で最新の科学的ノウハウや海外からの情報を基に作成する選手育成プログラ

ムの具現化は難しい。 

そこで本研究では学校外における実践にも注目し、学校運動部の競技力向上の実践のヒ

ントとする。また、中・長期的対策として地域スポーツとの連携を視野に入れた対策につ

いても視野を広める必要もある。 

 

 

 第 6 節 研究の限界 

 

学校外の取り組みとして日本サッカー協会による、国内では先進的事例となっている一

環指導体制や「エリートプログラム」を中心に考察し学校運動部への提言を行う。一つの

種目の取り組みから学校運動部全体の取り組みを導き出すことになるので、種目ごとの特

徴に応じた個別的対応までは触れることはできない。 
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第 1 章 伝統的な学校運動部の実践 

 

 第 1 節 戦前における精神主義的実践の誕生 

 

  第 1 項 学校運動部の誕生 

 

学校におけるスポーツは、教科体育よりも課外における導入の方が早かった。1873（明

治 6）年以降、旧制学制における中等学校や東京大学の前身である第一高等中学校（以下

「一高」と略す。）等のエリート校で、外国人教師のホーレス・ウィルソン、フレデリック・

W・ストレンジ、ジョージ・A・リーランドらによって野球、漕艇、陸上競技等の外来ス

ポーツが導入された（舛本、2001,p.265）。明治 10 年代までは課外のスポーツは未組織の

段階であったが、1880 年代後半には、全国的に活動が広まり、各学校で複数の種目が部と

して行われるようになると、それを一つにまとめるため各学校に「校友会」を結成する動

きが現れた（井上、1970,p.246）。 

1889（明治 22）年には、東京府尋常師範学校が、学生の貧弱な身体の鍛錬や衛生上の

理由から学校運動部を必修化したのを皮切りに、明治期の各学校は学校運動部を必修化し

た（井上、1970,p.246）。 

東京府尋常師範学校での学校運動部必修化の理由は、体を動かすことで健康な身体を鍛

え上げることが目的とされ、校医の意見に基づいたものであった（井上、1970,p.246）。 

しかし、1890（明治 20）年代後半になると心身の「積極的」な鍛錬を目的に実施され

るようになる（井上、1970,p.246）。 

学校運動部が活発になり次第に文部省による管理が施される。1926（大正 15）年、文

部省は課外のスポーツに関する「文部省訓令第 3 号」を出し（竹之下、1950,p.134）、そ

こでは盛んに行われていた学校のスポーツに更なる管理を与え、自主的な活動で、教育的

配慮を怠らないよう注意が促された。 

その一方で、比較的古くから実施され最も広く普及し、その他の種目でも運営のモデル

とされていた野球は多くの問題が発生していた（梅本、1969,p.432）。そのため、野球の

健全な実施を図るため文部省は 1932（昭和 7）年「野球の統制ならびに施行に関する件」

（「野球統制令」）を出した。そこでは、野球が特に古くから行われ、一般民衆に及ぼす影

響も大きいとして、中等学校における野球の全国大会は当時新聞社が主催していた二つの
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大会それぞれ一回ずつとされ、対外試合は土曜日の午後または休日に限って行うことなど

の制限が設けられた（文部省、1932）。 

当時の日本で広く普及し、問題を噴出させていた野球とはどのようなものだったのか。 

 

 

第 2 項 学校運動部の実践モデルとなった一高野球 

 

日本における学校運動部の実践モデルとなったのは、日本で初めて野球が伝えられ、実

践も盛んであった一高での取組みであった。一高の野球について詳しい清水や佐山によれ

ば、エリート集団として日本の将来を背負う一高での野球は、優秀な国士を育てる学校風

土と相まって、楽しむことを許されない修養的な実践が行われ、更にその実践は日本全国

に広まったとしている。 

日本で初めて野球が行われたのは 1872（明治 5）年アメリカ人教師ホーレス・ウィルソ

ンによって第一大学区第一番中学（後の一高）の生徒に伝えられた時である(注 1）。 

アメリカでは、タウンボールという子どもの遊びがあり、それを基に大人の手によって

「ベースボール」が生まれ、やがて人気を博し多くの見物人が集まるようになると、ショ

ービジネスとして成立するようになった。それとは異なり、日本の「野球」は始めからエ

リートたちによって行われ始めた。そこでは、エリート意識と結びついた形で、独自の「一

高式野球」、「精神野球」が生み出された（佐山、1998,pp.3-48）。 

また、一高野球部監督の中馬庚が野球の方法について説明した『野球』（1897(明治 30)、

前川文学堂出版）があるが、同著は当時、野球を知るための唯一の資料であった（中村、

1995,83）。 

エリート校としての位置づけにあった一高は、高等中学校を国家主義教育の基盤として

位置づけるという当時の文部大臣、森有礼の方針に影響を受け、将来の社会のリーダーと

して期待されていた。そこでは、「校外一歩皆敵」という意識を自覚させられ、「負けを許

されない」校風があり、その校風と相まって野球部も厳格な実践が行われた（清水、

1998,pp.125-129）。 

一高の野球部は 1987（明治 30）年まで、国内の対校試合を始め、本場アメリカから来

日した兵士たちで編成したチームにも勝利するなど、国内には敵無しの状態が続いていた。

しかし、1987（明治 30）年に格下の郁文館中等学校との試合に敗れ、更に 1904（明治 37）
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年には早稲田大学、慶應義塾にも敗れ、両学に覇権を握られることになる。覇権を握った

大学においても一高で培われた修養野球の精神は受け継がれることになり、その後もその

伝統は続くことになる（飛田、1986,p.35）。そしてこれらの大学の野球部のメンバーによ

って各中等学校に修養野球の精神が伝えられ、次第に中等学校においても一高式の野球が

普及していく。 

「一高野球」あるいは学生野球の精神について早稲田大学野球部の OB である飛田穂洲

は、「日本の学生野球は修養の野球であり、修養の野球は趣味をすら超越し、多くの場合苦

痛の野球であり、虐待の練習ともなり、涙と汗と血の連続によってようやく選手の地位が

保たれる」、「スポーツを遊楽であるかのごとく考えることはむろん邪道」などとし、こう

いった野球の精神を「純正野球道」と称した。また、 

飛田は「純正野球道」について以下のように説明している、 

 

「ボールと心中する覚悟をもってのぞむにあらざれば与えられたる練習に耐え忍ん

で一人前の選手となることはできがたい。これを野球選手『死の練習』と称し先人一

高選手によって後世に残されたるものであり、日本の野球道はここから発せられてい

る。この苦難練習は、ある場合は選手虐待の練習ともみえるけれども、武士道的野球

を体得せんとせば、いかにしてもこの難関を突破せねばならない。ある場合この練習

を卒業せんとせば死生の間を彷徨せねばならぬかもしれない。汗という汗を放出して

しまって、ボールの一歩手前に泡を吹いて倒れるまで行われるのが真剣の練習である」

（飛田、1986,p.48） 

 

と述べる。「武士道」という言葉に象徴されるように、日本的な価値観に基づいて「ベース

ボール」が行われ、精神主義的実践が推奨されていたことが分かる。 

一方、覇権を引き渡した一高では、1906（明治 39）年、それまでの「修養野球」に対

して否定的意見を持つ新渡戸稲造が校長に就任した。そして新たな校長によって一高は新

たな方向へと向かうことになる。 

新渡戸は 1911（明治 44）年 8 月 29 日から 22 日間に渡り、朝日新聞紙上において野球

に対する批判記事（「野球害毒論」）を書いている。そこでは野球における勝利至上主義、

学力低下、人格破綻等について触れられ、一高で培われた「修養野球」の傾向が批判され

た。この一連の記事によって新聞社は売り上げを伸ばすことになるが、そのことが新聞社
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の視線を野球へと向けさせることになる。 

野球の批判記事を掲載した朝日新聞は、今度は自らの手で野球を健全化するという建前

で野球の全国大会を開催することになる（清水、1998,pp.194-200）。 

1915（大正 4）年には大阪朝日新聞社（現在の朝日新聞社）によって第一回全国中等学

校野球選手権大会（現在の全国高等学校野球選手権大会）、1924（大正 13）年には大阪毎

日新聞社（現在の毎日新聞社）によって第一回全国中等学校選抜野球大会（現在の選抜高

等学校野球大会）が開催されている。 

健全な野球の実践を目指した新聞社主催の大会は、当事の野球に対する批判的立場を考

慮し、厳格な選手像を作り出し、教育活動として健全な実践が試みられた。しかし全国大

会の開催で野球が更に盛んになることで、精神主義的実践や勝利至上主義の問題は解決さ

れることなく、かえって全国に広まることになる。そして上記の「野球の統制ならびに施

行に関する件」が出されることになる。しかも現在の高校野球にも当時から指摘されてい

た問題は引き継がれている（江刺、小椋、1994,pp.33-34）。 

こうして全国大会が開催され始めた 1910年代から 1930年代にかけて問題は修復されず、

野球を中心に精神主義的実践が広まった日本の学校スポーツは臨戦期に入る。 

1943（昭和 18）年には学生生徒のスポーツ大会が廃止され、翌年には「勤労即教育」

のたてまえから継続的な学徒動員にはいる。そしてこのころになると学校運動部のスポー

ツ活動は影を潜め、グライダー訓練、通信訓練、機甲訓練、馬車訓練等の、戦闘に直結す

る活動へと変わっていった（井上、1970,p,251）。 

 

 

第 2 節 戦後における国内のスポーツ体制と学校運動部 

 

第 1 項 戦前からの精神主義的実践の継承 

 

第二次大戦後、民主化・非軍事化を中心に進められたアメリカの対日政策の下でスポー

ツも再出発を迎える。教育面では、1946（昭和 21）年 4 月 7 日に発表された「第一次ア

メリカ教育使節団報告書」のなかで「スポーツマンシップと協力の精神とが有する固有の

価値を、学校は認識すべきである家庭や行き止まりの横丁で行って、しかも、身体の調整

価値を持つ運動部競技を、極力発達せしむべきである」、「体育諸協会、青年団体をふくむ
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非軍事的競技団体を激励して、ふたたび活動を開始させなくてはならない」、「我々は体育

において、日本の前進は可能であると信じる。その組織には多くの長所があり、その人的

要素は西洋諸国にくらべても見劣りがしない」（アメリカ教育使節団、1946）と、軍事的

な運営を警戒しつつも当時日本が有していたスポーツ体制に一定の期待と信頼を寄せ、学

校教育におけるスポーツを推奨した。更に、1947（昭和 22）年「学習指導要領 一般編

（思案）」では「自由研究」が選択必修科目として教育課程に組み込まれ、学校運動部も「ス

ポーツクラブ」として含まれた（注 2）。同年、「野球の統制ならびに施行に関する件」は、

1946（昭和 21）年に発足した日本学生野球協会および高校野球連盟（以下「高野連」と

略す。）による野球の自主的統制管理を尊重するため、1947（昭和 23）年「学生野球の施

行について」（文部省、1947）で廃止された。 

アメリカの対日政策の下でスポーツが推進されたのは学校教育に限らず、現在の日体協

である大日本体育協会を中心的組織として国民全体が対象とされた(関、1970,p.131)。 

しかし、結果的には学校運動部において戦前の精神主義的な運営方法が受け継がれてい

くことになり、戦前からの体質が改善されぬまま、オリンピック東京大会を機に台頭した

「根性主義」等が影響し、その体質は更に強まることになる(城丸、1993,pp.302-305)。 

また、現在の学校運動部においても、学校運動部の精神主義的な実践は指摘されている

（藤田、1988.pp.94-115） (中村、1996,pp.89-130）(舛本、2001.pp.262-263)。 

戦後の学校スポーツは民主化を図ろうとした。しかし、結果的に学校運動部に精神主義

的実践が引き継がれたのは何故か。 

戦前から「大日本体育協会」として日本のスポーツを統括してきた日体協は 1945（昭和

20）年にアメリカ軍総司令部(General Headquarters）(以下「GHQ」と略す。)からださ

れた廃止命令によって解体され、翌年 1946（昭和 21）年 1 月に再び民主主義的スポーツ

を振興する新生の日体協として再出発した。 

同協会は、当時理事を務めた清瀬三郎を中心に競技力向上に偏重していたスポーツを修

正し、より大衆に向けたスポーツの推進（「大衆化路線」）を目指して活動を開始した。た

だ、一方では同協会内に、水泳協会代表も務めた田畑政治を中心とする、競技力向上重視

派（「高度化路線」）もあり、その後の日体協の方針に影響を与えていくことになる。 

戦後直後、日本のスポーツの環境が学校に集中していたことからも、日体協が「大衆化

路線」、「高度化路線」どちらを重視するかは学校におけるスポーツに直結した事柄であっ

たといえる。 
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新生の日体協はまず、清瀬三郎自身による「清瀬構想」によって日本のスポーツを大衆

化に向けて改革していこうとする意思を示した。構想のなかでは、「唯一の民主主義的体育

たる大日本体育会は日本における体育の責任国体として…学徒たると社会人たるとを問

わ」ない働きかけを行っていくことが運営の前提であるとして、つづいて以前の日体協の

運営に対して「とかく中央のみ大にして地方末端における浸透力薄きの感があった。この

変態的な形は当然正道にもどされるべきであって、地方末端に沸々と起ち上がる国民全般

の体育熱があって始めて中央組織の存在の意義がある」、「逆のピラミッドは正常の形にな

おさるべきである」、「大衆をしてスポーツに親しましめ、青少年をしてスポーツへ精進す

る環境を作らなければならない。我が体育会もこの重任を仕遂げなければならないと覚悟

をしている次第である」と示されている(清瀬、1946,pp.1-4)。 

清瀬によるこの構想は日体協の「大衆化路線」の基となる。更に、当時の日体協内では

全国大会開催を求める意見が多く、 1946（昭和 21）年 2 月の理事会では国民体育大会の

開催が決定された(日体協、1963,p.88)。また、日体協の活動費の 90 パーセント以上が国

の援助によるものであったという背景もあり、 全国的な大会の開催は日体協の存在意義で

もあった(内海、1993,p.37)。当時の国民体育大会の趣旨は、 

 

「一日も早く民主国家を再建し、日本国家を再建することは戦後に於けるわが国の

責務である。我国体育の責任団体である本会は体育を通じて此の重責を果たす可く最

善の努力を払いつつあるのである。スポーツが国民文化の向上、国民思想の民主化に

大きい役割を占めることは言をまたない。又健全娯楽として青少年の思想を善導する

上に於いてスポーツの有する意義も極めて深い。この意味において本会は本年度特に

スポーツの奨励に意を用ふると共に、その一助として本年秋を中心として全国的国民

体育大会を開催せんとするものである。終戦後漸く一カ年を経過遷せんとする今日世

情未だ常態に復さない憾みがなしとはしないが本催が我国民主化の促進、国民健全慰

楽の振興に幾分でも寄興するところあるならば幸いである」(日体協、1963,p.100) 

 

とされ、全国大会の開催が戦前にみられた国威発揚につながらないように注意が払われた。 

日体協によれば、第一回国民体育大会には物資の欠乏、食料の不足、輸送の困難等にも

関わらず全国から五千人を越える参加者が集まり「喜びに溢れ、一面また立ち上がる民族

の意気を示して、大成功裏」に大会を終えたと記録されている（日体協、1963,p.100）。 
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戦後のスポーツが「大衆化路線」をとって直ちに出発できた背景には、スポーツを民主

主義形成の一つとして重要視した GHQ の方針があったが、同時に CIE(Civil Information 

and Education Section)（民間情報教育局)は、日本の近代日本体育・スポーツの欠点とし

て次の事柄を挙げた。①競技主義的偏重、②国民的普及の貧困、③団体・行政の中央集権

主義的官僚統制である。さらに日本人として初めてオリンピックメダリストとなった織田

幹雄は「日本人は自己鍛錬・性格形成の手段として競技をとらえ、その結果、スポーツを

至極真面目に考え、競技大会では強烈に重視したがる」と CIE の見解を裏付けている(草

深、1986,pp.472-473)。また、教育施設団の一員であったチャールズ・Ｈ・マックロイは、

日本の実践が大衆のことを考えず「一部のエキスパートによる競技主義的スポーツへ関心

を集中させるような異常な圧力」があることを批判している(草深、1986,p.472)。 

日本の伝統的な悪しきスポーツ実践から学校運動部を守るために、文部省は諸通達によ

って対策を講じた。 

「対外競技の基準」に関しては後で詳しく述べるが、1946（昭和 21）年に通達された

「学校校友会運動部の組織運営に関する件」（文部省、1946）（注 3）では、学校運動部で

の戦前の軍事目的の統制が撤去され「課外運動としての校友会運動部の適正な組織運営は

民主主義的体育振興の原動力」としてその機能が期待された。文部省は続いて 1948（昭和

23）年「学徒の対外試合について」（文部省、1948）を通達している。この通達は、先の

「学校校友会運動部の組織運営に関する件」と実際の現場実践とのギャップが指摘された

ため、不合理で非民主的な体質の改善を求める対策として発せられたものであるが、スポ

ーツによる民主主義形成を教育の一課題として据えた「第一次アメリカ教育施設団報告書」

が発表されたのが 1946（昭和 21）年なので、戦後直後から約 2 年間は、少なくともスポ

ーツの「自主的・民主的」実践の実現は達成されなかった(梅垣、1997,p.347)。 

文部省による学校運動部への対策を挫折させた背景として、以下で述べるようにアメリ

カによって推奨されたスポーツの解釈をめぐる誤解があったといえる。 

「第一次アメリカ教育使節団報告書」のなかでは、スポーツマンシップの精神が、民主

主義的態度の形成に一役買うことが示唆され、学校教育においてもスポーツを通じた教育

活動は注目されており、その機会として家族や近隣の人々でスポーツが実践できるような

環境整備・スポーツ中心の学校体育が求められた（アメリカ教育使節団、1946,pp.161-165）。 

しかし、同報告書で扱われた「スポーツ」が実践形態に関係なく民主主義的態度を形成

できるという解釈が現れた。大谷は「何の苦労もなく、然かも極めて端的に民主主義の行
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者になれる道がある。それは外でもない。ただスポーツを実践すればよいのである。昔か

ら、スポーツマンは自由主義者であると云われてゐるが、事実スポーツを行へば、誰でも

自由主義者になれるのである」(大谷、1946,p.2)と述べている。当時の日本国内では、教

科体育や学校運動部を指導する立場にあった者は、自分達が軍国主義・皇国主義的教育の

履修者として抑圧されてきたこともあり、民主化・非軍事化社会の下で求められる指導者

像を模索することが困難であった。大谷による主張は、その象徴ともいえる。結果的に現

場では具体的な指導の方法論が育たず、「ただスポーツをすればよい」といった「スポーツ

おぶさり論」が生じることになった(草深、1987,pp.471-472) (内海、1996,p.299)。 

結果的に具体的な方法論を成熟できなかった学校運動部は、戦前から続く精神主義的な

性格を維持することになる。 

 

 

第 2 項 「オリンピック主義」の台頭と「対外競技の基準」の緩和 

 

文部省は 1946（昭和 21）年の「学校校友会運動部の組織運営に関する件」から学校運

動部の過熱化を警戒し、1979（昭和 54）年まで定期的に通達を出し続けた。しかし、後

で述べるように、継続的に基準を出してきた過程で、1954（昭和 29）年以降の「対外競

技の基準」は緩和の一途をたどった。 

「対外競技の基準」が緩和され始める 5 年前の 1949（昭和 24）年、陸上競技連盟を始

め各競技団体が続々と国際復帰し、その頃からオリンピック選手の育成を名目に日本のス

ポーツは「大衆化路線」を捨て、「オリンピック主義」を中心とする「高度化路線」へと方

向転換することになる（関、pp.154-155）。1950（昭和 25）年には、日体協のなかに国内

委員会と国際委員会が設けられ、後者は国内オリンピック委員会（National Olympic 

Committee）としての機能をもつようになった。それ以降は、日体協内で清瀬を中心に主

張されていた「大衆化路線」と、それに対抗していた田畑を中心とする「高度化路線」が、

それぞれ単独で事業を推し進める組織体制が確立した。1960(昭和 35)年になると、「東京

オリンピック選手強化対策本部」が設けられ、田畑は本部長に就任した（日体協、

1986,p.131）。 

オリンピック東京大会（1964（昭和 39）年）が近づくと、「オリンピック主義」は更に

強調され、選手指導のガイドラインとして日体協は「コーチの描く選手像」（日体協、
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1962,p.25）(注 4)を出した。そこでは、選手たるもの勝負に全てを捧げるべしといった勝

利至上主義的の傾向が強調されている。1950 年代に台頭した「オリンピック主義」によっ

て「高度化路線」の要請がスポーツによる民主主義形成を目指したアメリカの対日政策や、

スポーツの大衆化を標榜した「清瀬構想」の一連の動きを退ける結果となり、学校運動部

においても「対外競技の基準」の緩和により、「自主的・民主的」の十分な成熟を待たずに

従来の精神主義的実践とともに「高度化路線」が強調されていくこととなる。また、戦後

から若年層のスポーツの環境が学校に集中していたことから、上記の「高度化路線」は学

校運動部に直結することになり、「スポーツおぶさり論」や競技団体からの要求により、精

神主義的実践と競技力向上が同居する結果となった。 

文部省の「対外競技の基準」では、1946（昭和 21）年に通達された「学校校友会運動

部の組織運営に関する件」で示された学校運動部の「民主主義的体育振興の原動力」とし

ての役割をより具現化するため、1948（昭和 23）年以降数回通達された。だが、その過

程では文部省による学校運動部への対策が競技団体からの要求によって緩和されたことが

表れている。 

 

「対外基準の基準」の変遷 

「対外競技の基準」とは、競技団体が中心になって開催していた競技会の他に、学校教

育活動として開催される競技会の範囲について基準を設けたものである。 

「対外競技の基準」は、1946（昭和 21）年「学校校友会運動部の組織運営に関する件」

の内容と、現状のギャップが通達の背景にあったとされる 1948（昭和 23）年「学徒の対

外試合について」を最初として、1979（昭和 54）年「児童・生徒の運動競技について」

に至るまで計 6 回出されている。（2001（平成 13）年には「児童・生徒の運動競技につい

て」によって廃止） 

「対外競技の基準」の変遷は 2 回目以降一貫して緩和の一途をたどることになり、そこ

では競技団体の要求が学校に影響を与えたことが表れている。 

1946（昭和 21）年「学校校友会運動部の組織運営に関する件」では、「民主主義的体育

振興の原動力」として学校運動部が期待され、生徒の積極的な参加が促された。 

対外競技については、「都道府県…地域又は全国的体育運動競技団体と十分に連絡するこ

と」にとどめ、具体的な開催回数については触れられなかった。 
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①「学徒の対外試合について」1948（昭和 23）年 

この通達では、「運用の如何によつては、ややもすれば勝敗にとらわれ、心身の正常な発

達を阻害」するという懸念に基づき、対外競技について中学生は「対外試合よりもはるか

に重要なものとして校内競技に重点」、高校生は「地方大会に重点をおき、全国的大会は年

一回程度にとどめる」とされた。ここで中学生は校内競技重視、高校生は年一回の全国大

会となり、明確な原則が課されることとなった。 

当事学校運動部の運営で問題とされていたことのなかに、戦前から続く精神主義的実践

が含まれていたことは既に述べたが、文部省がこのような注意を促した背景には科学的観

点から「心身の正常な発達を阻害」することを危惧したことの他に、民主主義国家として

生まれ変わった日本において学校運動部では依然として民主主義に反した実践が行われて

いたことがあった。 

通達では「学徒の心身の発達段階に関する化学的基礎に準拠」することが促され、その

後に「わが国の現実の社会的、経済的客観情勢をも十分に考慮した合理的立場において企

画運営されなければならない」、更に「真に民主的教育の目的に合致するために従来の対外

試合にたいても鋭い反省」を加えるべきとしている。 

 

②「学徒の対外競技について」1954（昭和 29）年 

1948（昭和 23）年の通達が十分な効力を成したか答えを待たずして、日本水泳連盟の

強い要望から、1954（昭和 29）年の「学徒の対外競技について」によって基準が緩和さ

れることになる（文部省、1954,p.12）。通達では、中学生の対外競技が「府県内の競技会

にとどめ」、隣接する県およびブロックの大会は「府県大会より小範囲」のものならば宿泊

を要しない範囲で参加可能、「個人競技では、世界的水準に達しているものおよびその見込

みのあるもの」の参加を認めるなど、校内競技に重点をおく方針は改められた。 

 

③「学徒の対外運動競技について」1957（昭和 32）年 

続いて 1957（昭和 32）年の「学徒の対外運動競技について」（文部省、1957）では、

主催は教育関係団体（注 5）に限られていたものが、高校の競技会において教育関係団体

以外の団体を加えることが出来るようになった。 

 

④「学徒の対外運動競技について」1961（昭和 36）年 
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1961（昭和 36）年の「学徒の対外運動競技について」（文部省 1961）では、1959（昭

和 34）年にオリンピックの東京誘致が決定し、競技団体からの基準緩和の要請が一層高ま

った。実際に「オリンピック東京大会開催等の事情を考慮」するとして、中学生について

隣接県との大会は宿泊を要さない範囲で参加可能になり、国際的競技会および日本選手権

大会への参加を、「世界的水準に達している者またはその見込みのある者」から「特にすぐ

れた者」へと緩和された。また、水泳競技については、その特殊性にかんがみ、一定の水

準に達した者を選抜しておこなわれる全国大会の開催を認めるとされた。 

 

⑤「児童生徒の運動競技について」1969（昭和 44）年 

1969（昭和 44）年の「児童生徒の運動競技について」（文部省、1969）では、「学校教

育活動としての対外運動競技」と「学校教育活動以外の運動競技」という識別がなされ、

中学生でも「競技水準の高いものを選抜して行う全国大会」は学校教育活動の内外でそれ

ぞれ一回の出場が認められた。 

基準緩和の直接的な要因としては、東京大会以降、競技団体から強まる選手強化の低年

齢化という要因が大きかった（内海，1993，p.215）。 

 

⑥「児童・生徒の運動競技について」1979（昭和 54）年 

1979（昭和 54）年の「児童・生徒の運動競技について」では、高校生の全国大会参加

が年 1 回だったものが、年 2 回まで認められるようになった。 

 

「対外競技の基準」の廃止 

2001（平成 13）年の「児童生徒の運動競技について」（文科省、2001）では、「学校の

自主性・自律性を確立し、学校が自らの判断で特色ある学校づくりに取り組むことが必要」、

「児童生徒の運動競技についても、各教育委員会や学校の判断により行われることが適切

である」ことから、1948（昭和 23）年から通達されてきた「対外競技の基準」が廃止さ

れることになった。ただ、別添の通知（文科省、2001）では「目安となる新しい基準」も

示された。そこでは中学生に関しては、以前は「都道府県内を原則」、全国大会は「陸上競

技、水泳のように個人の成績で選抜できる種目等を除き、地方ブロック大会において選抜

されて者が参加」だったものが、「都道府県内における開催・参加を基本」、全国大会参加

の制限はなくなり「年 1 回程度」となった。高校生は「都道府県内を原則」、全国大会へ
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の参加は「年 2 回」だったものが、都道府県内重視の項目が削除され、全国大会について

は「学校運営や生徒のバランスある生活に配慮」とされ、「年 2 回程度」とされた。「対外

競技の基準」が廃止された現在では、学校運動部の実践の管理は、各学校・教育委員会の

主体性尊重される形となっている。 

いつしか「対外競技の基準」から「わが国の現実の社会的、経済的客観情勢をも十分に

考慮」、「民主的」といった文言が消え、競技団体からの要求の受入れと、単に「心身とも

に健全」といった抽象的な規定にとどまるようになった（中村、1965,p.39）。 

ここで問題となるのは、競技力向上の良し悪しではなく、学校運動部の現場において精

神主義的実践が払拭され、戦後の社会に適応した実践が定着する前に、競技団体からの要

求を受け入れ、競技力向上の場としての性格を強めたことである。 

 戦後、「対外競技の基準」が緩和され、中学・高校生の競技（学校教育活動としての）の

機会が拡大されるようになると、次節で挙げる学校運動部の統括組織の役割が求められる

ことになる。 

 

 

注 

1)野球が伝わったのは 1973（明治 6）年、開成校においてであるとする説もあるが、どちらにしても後

の一高であることは変わりない。 

 

2）しかし、その後 1951（昭和 26）年の「学習指導要領一般編（思案）」で「自由研究」が廃止され、「選

択教科」から自由参加へと参加形態が変わり、教科編成から外れた。名称も「特別教育活動」となり、

そのなかに「クラブ活動」（現在は廃止）の一つ「スポーツクラブ」として含まれた。 

 

3)「学校校友会運動部の組織運営に関する件」は以下に示す通りである。 

発体第 73 号 

昭和 21 年 6 月 1 日 

高等学校、専門学校長 

教員養成諸学校長 殿 

地方長官 
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学校校友会運動部の組織運営に関する件 

 

学校体育全般の取組みについては目下検討されつつある教育の制度及内容に応じて更めて決定して指示

する想定であるが当分の問正課時に於いては昭和 20 年 11 月 6 日発体第 80 号「学校体錬科教授要項（目）

（鋼）ノ取扱ニ関スル件」並に昭和 20 年 12 月 31 日初体第 100 号「学校体錬科関係事項の管理徹底に

関する件」通牒に基づいて実施の正課時以外の体育（課外体育運動）については差当り別紙「学校校友

会運動部の組織運営の参考」に依って夫々地方の実情に応じて具体的方途を講じて適切な指導助成に務

められたい。 

学校校友会運動部の組織運営の参考 

学校体育は正課体育、課外体育及社会体育の一環活動によって其の成果を期待し得るのであるが、特に

課外運動としての校友会運動部の適正な組織運営は民主主義的体育振興の原動力であって、今後の学校

体育振興上極めて重要な意義をもつものであるから、其の組織並びに運営に当たっては特に左記事項を

参考とし、教職員は進んで之に関係し生徒は正課営業の余暇を善用して自発的に創意工夫をこらし、教

職員学生徒が相協力して其の成果の発揚に努める。但し国民学校では適宜の組織によって実施し、青年

学校では中等学校校友会に準ずる組織（青年団の当該組織を活用するも可）で実施する。 

一、教職員は進んで之に関係し生徒と共に楽しく運動競技を愛好実施して、相互に信頼の度を深め相協

力して心身の錬磨向上を図ること。 

二、生徒は教職員の指導のに、自発的に運動競技を楽しく実施することによって、心身の鍛錬を図ると

共に、之を通じて自治共同、規律、節制、責任完遂、社会生活に必要な諸徳を体験し、之を日常生活

に実現するよう努めること 

特に各運動競技会に参加の際は徒らに勝敗にこだわることなく、自己の全力を正しく発揮すると共に

アマチアー精神、特に学生競技者精神を尊重し、飽くまでも生徒としての本分を守り、言語、態度等

を始め、行動の凡てを通じて高潔なる品格を保つことに努め、かりそめにも昮奮の余り野卑乱暴の振

舞に及ぶことのないやう自粛して常に斯界の先達となるやう努める。 

三、校友会運動部の組織は施設、用具等を考慮して夫々地方、学校の実情に応じて可能なものから実質

的に之を整備すること。 

尚体育運動の施設及用具等を愛護する習慣を養ふと共に進んで用具の修理製作等についても創意工夫

するやう指導すること。 

四、校友会運動部は部員の入部を強制したり、部員を機械的に配分するやうなことを避け、努めて全生

徒が自ら愛好する運動部に参加して之を実施するやう指導すると共に所謂運動部割擄の弊に陥らず広
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く全校生徒が利用し得るやう組織し運営すること。特に選手又は運動部以外の者は体操、プレーグラ

ンドボール、ハイキング等平易に実施し得る運動種目を選んで実施すること。尚これ等のために特別

部を設けることもよい。 

五、学年、学級組、寮、学区、学域対抗等各種の校内運動会、競技会等の施設を講じて健全明朗な全校

運動の普及を図ることが最も必要であるが、食糧、交通、学業等の諸事情を勘案して適当な対外的体

育大会、競技会、試合等にも参加して一層高度の体験を得ることが望ましい。但し国民学校児童は主

として校内大会に止め対外的試合等への参加は年令、性別等によって厳選せねばならない。特に初等

科の児童が試合参加のために特殊な準備をしたり、遠距離の旅行をすることは成るべく避けた方がよ

い。 

六、運動種目は各自其の季節に最も適するものを季節毎に選抜して実施すること。従って校友会運動部

の各部は其の種目の最も適する季節に活動の重点を置き季節外（シーズンオフ）には成るべく競技会

を計量したり、参加しないこと。尚季節外になった部の部員は随時他の適当な運動部に加入すること

が出来るやう組織し運営することが望ましい。 

七、青年学校では特に日常の勤労状況に応じて興味ある運動種目を重点的に選抜し、毎日多少に拘わら

ず之を実施して体育運動に対する高尚な興味を養ひ、高潔な品格を保たしめるやう指導すること。特

に教職員は運動競技を理解し其の指導力の強化向上を図るやう自ら努力研究すること。 

尚民謡、舞踊等体育的見地より適当なものは適宜に選抜して指導することが出来る。 

八、運動競技実施に当たっては健康の程度、種目、実施程度等に留意し、熱中のあまり練習が過度にな

って健康を害するやうなことのないやう指導すると共に強健でない者のためには特別部を設ける等其

の実施の適正を図ること。 

九、学校の施設資材等で社会体育振興のために適当なものは能ふ限り学校外の者に利用させると共に、

教職員は進んでその指導に協力すること。 

十、対外的体育大会、競技会、試合等の運営の細部については中学校以下の学校は都道府県、高等専門

学校以上の学校は地域的又は全国的体育運動競技団体と十分連絡すること。 

十一、学生生徒の体育運動団体は各学校の校友会を基盤として結成さるべきものであるから関係学校、

関係官庁等と十分協議して其の組織並に運営の適当を図ること。 

 

４)「コーチの描く選手像」は以下の通りである。 

「コーチの描く選手像」 

〔Ⅰ〕選手の立場と使命 
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１、 選手は多数の競技の中から選ばれたエリートとして自覚と誇りをもつと共に、課せられた使命の重

大さを自覚する。 

２、 選手はオリンピック東京大会において、勝利を勝ちとるために、日常生活を規制し練習に打ち込む。 

３、 選手は試合における行動と結果が直ちに我が国民の体力水準を世界に示し、国民の意気を高揚する

機会となることを心し、勝利に向かって総力を結集する。 

〔Ⅱ〕練習の意欲 

１、 選手は自己の力、否、人間の力の限界に挑んで練習に総力を結集する 

２、 選手は他人の二倍も練習し、試合でたじろかない自信を獲得する。 

３、 選手はコーチを心から信頼すると共に、自己の体力の特質をつかんで、創意に富んだトレーニング

を工夫する。 

〔Ⅲ〕競技生活の規制 

１、 選手は本務以外の全てを競技に捧げ、あらゆる誘惑や欲望をおさえて練習中心の生活を打ち立てる。 

２、 選手は勝利への長い道程に起るいかなる困難にり組んで、それを克服する。 

３、 選手はスポーツ以外の生活でも、スポーツマンとして他の規範となる行動をとる。 

〔Ⅳ〕 

スポーツ精神の確立 

１、 選手は旺盛なファイティング・スピリットとフェアな精神をもって競技する。 

２、 選手はチームの一員として、自己の役割を自覚し、どんな犠牲をはらっても、その責任をはたす。 

３、 選手は試合においていかなる相手に対しても恐れず、悔らず正々堂々とベストを尽くす。 

5) 「教育関係団体」とは学校体育連盟、日体協、これに加盟している競技団体、これに準ずる競技団体、

学校体育スポーツ団体およびこれらの下部組織である 
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第 3 節 学校運動部の統括組織～学校体育連盟～ 

 

学校運動部の管理体制を述べるに当たり、全国中学校体育大会、全国高等学校総合体育

大会（以下「全国高校総体」と略す。）・全国高等学校選抜大会（以下「全国高校選抜」と

略す。）を中心的に主催し、開催基準を作成している財団法人日本中学校体育連盟（以下「中

体連」と略す。）と財団法人全国高等学校体育連盟（以下「高体連」と略す。）の存在を無

視できない。（本研究では 2 組織を総合して「学校体育連盟」と称する） 

現在、学校運動部統括組織によって主催・開催基準作成が行われている全国大会が中学・

高校生にとってもっとも影響力のあるものになっている。中学生では、中体連と各競技団

体が主催する全国中学校体育大会が中心で、その他に国民体育大会（陸上、競泳、テニス、

体操、ソフトテニス、卓球、フェンシング、カヌー、ボウリング、ゴルフにおける中学 3

年生）、日本選手権（一部の種目では出場可能で、種目によっては保護者の同意が必要）、

日本ジュニア選手権・ジュニアオリンピックカップ（一部の種目で実施、種目によっては

保護者の同意が必要）等である。 

高校生では、高体連が中心となって競技団体、開催地の自治体・教育委員会とともに主

催する高校総体、高体連と競技団体が中心となって主催する全国高等学校選抜大会、その

他は日体協や各競技団体が主催するもので、国民体育大会、日本選手権、日本ジュニア選

手権大会（ジュニアオリンピックカップ）等がある。 

国民体育大会や日本選手権の場合は、大学生や社会人も参加する競技会で、高校生の出場

できる枠は高体連が主催する競技会より狭くなり、より少数の生徒が対象となることは否

めない。 

全国の学校運動部への参加率は、中学生男子約 76％、女子約 55％、男女合計約 66％。

高校生男子約 43％、女子約 27％、男女合計約 35％。中学・高校男女全体を合わせると約

51％であり、中学、高校をあわせて半数以上が学校運動部に所属している(表 1)。また、

何らかのスポーツチーム（学校運動部や地域・民間のスポーツクラブ）に所属している中

学生は約 59％、高校生で約 36％（笹川スポーツ財団、2006,P.61）というデータを参考に

してみても、スポーツを行う中学・高校生にとって学校運動部への所属率は極めて高く、

学校運動部あるいは学校運動部統括組織の影響は大きいといえる。 
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中学・高校生の学校運動部加入状況(18 年度） 

  全国生徒数 加入数 加入割合(%) 

中学生 

 （男子） 1842098 1403607 76% 

 （女子） 1759429 968397 55% 

小計 3601527 2372004 66% 

高校生 

 （男子） 1769215 763675 43% 

 （女子） 1725298 459499 27% 

小計 3491513 1223174 35% 

総合計 7096040 3595178 51% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.中学・高校生の学校運動部加入状況 

（学校体育連盟、文科省、それぞれの平成 18 年度生徒数を参考に筆者が作成） 

 

 

  第 1 項 財団法人日本中学校体育連盟の成立とその役割 

 

中体連は、1955（昭和 30）年 1 月「中学校の保健体育の振興とスポーツの正常な発達

を図る」（中体連、2006, p.134）ことを目的に、全国都道府県中体連とともに発足した。

発足当時の背景としては、中体連発足の約 5 ヶ月前の 1954（昭和 29）年 8 月、「対外競技

の基準」が通達され、「校内競技に重点」が置かれていた中学生の対外競技がものが「都道

府県内の競技会」に広められている。 

この時点で中学生の全国大会は文部省が認めるものでなく、学校教育活動外としての活

動だった。その後の 1957（昭和 32）年、1961（昭和 36）年の「対外競技の基準」改訂を

経て、1979（昭和 54）年の改訂では中学生の全国大会が学校教育活動内として年 1 回認

められることになる。 
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中体連が発足してから中学生の全国大会が学校教育活動として認められるまで、中体連

は競技団体と協力して全国大会を開催した。その間は競技会の開催基準等は競技団体が主

体となって管理していた。例えば、中体連が発足した 1955（昭和 30）年には日本陸上競

技連盟と日本水泳連盟がそれぞれ全国大会の「全日本中学生放送陸上競技大会」、「通信水

泳競技大会」の開催を始めており、それぞれの第二回大会から中体連が共催者として加わ

っている。 

1979（昭和 54）年の「対外競技の基準」で中学生の全国大会が教育関連団体（学校体

育連盟、日体協・その加盟競技団体等）の主催によって年 1 回認められると、中体連は同

年に早速「学校教育活動内の大会として、全国中学校体育連盟が主体的に運営する」とし、

全国中学校体育大会（当時は「全国中学校選抜競技大会」）に関する開催基基準を作成、中

体連内に 7 競技部会（陸上競技、水泳、バスケットボール、サッカー、スキー、ハンドボ

ール、軟式野球）設け、新体制を立ち上げた。（翌年には 10 競技部会（バレーボール、バ

ドミントン、体操、軟式庭球、卓球、柔道、剣道、相撲、スケート、女子ソフトボール）

を加え、現在の 17 競技部会の体制が出来上がる）また、全国中学校体育大会の開催地は

全国 8 ブロック（後に 9 ブロック）のなかで順番に開催されることになった（中体連、

2006,p.135）。大会の名称に関しては、1970（昭和 45）年以降全国中学生選抜体育大会と

されていたものが、1994（平成 6）年に「選抜」が削除され、現在の全国中学校体育大会

となった。 

中体連の発足は「対外競技の基準」の緩和に伴っており、「主体的」な全国大会の開催も

「対外競技の基準」の緩和が直接影響している。つまり中体連の基本的な目的は、「対外競

技の基準」の緩和によって拡大した学校教育活動としての競技会を統括することにある。 

 中体連が作成する「全国中学校体育大会開催基準」（中体連、2004）では、運営体制に

関する規定、参加に関する規定、指導者に関する規定で構成されているが（注 1）、特に参

加資格の部分では「都道府県中学校体育連盟加盟の中学校に在籍」している必要があり、

学校以外の活動としては参加できないことになっている。（「学校対抗制」） 

第 2 章で述べるように、参加に関する規定の部分で原則とされている「学校対抗制」は、

学校外でスポーツを行う生徒の参加を拒む結果につながっている。 
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  第 2 項 財団法人全国高等学校体育連盟の成立とその役割 

 

高体連は「全国中等学校体育連盟」が新制高等学校のスタートに伴って「高等学校体育

連盟」と改名されたことによって 1948（昭和 23）年 6 月、全国都道府県高体連とともに

発足した。（注 2）当時の背景としては、同年には新制高等学校がスタートしており、更に

同年 3 月には「対外競技の基準」によって学校教育活動としての高校生の全国大会が年一

回認められている。この通達は先立って通達された 1946（昭和 21）年の「学校校友会運

動部の組織運営に関する件」によって戦時中の軍事目的の統制が撤去し「民主主義的体育

振興の原動力」として再出発するはずだった学校運動部に対し、現実とのギャップが問題

視された結果出されたものであった。 

高体連の目的は 

 

「新制高等学校として新たな出発をしたこの時に、新しい高等学校教育を創造して

いく上で、体育・スポーツ活動の果たす役割をいち早く認識し、体育の健全な発達を

図ることによって、高校生に夢と希望を与え、豊かな高等学校教育の拡充を図る」（高

体連、1999,p.469） 

 

こととされた。また、当時の学校運動部に求められていたことは、「対外競技の基準」の内

容を参考にすれば、「身体的発達及び社会的性格育成のよい機会」（文部省、1948）を与え

ることであった。 

当時の高体連の主な活動内容は、学校教育活動として行われる高校生の競技会を管理す

ることであった。だが当時はまだ競技会開催に関する基準は作成しておらず、学校教育活

動としての高校生の全国大会は高体連と競技団体の協力によって管理・運営されていた。

高体連は 1955（昭和 30）年には「全国大会開催要項」を作成し、学校教育活動としての

全国大会を主体的に開催することになる。現在高体連が作成している「全国高等学校総合

体育大会開催基準要項」（高体連、2006）（注 4）でも「学校対抗制」が原則とされている

（高体連、2002）。 

また、全国高校選抜は各競技団体が定める基準によって開催されるが、「学校対抗制」は

全国高校総体の基準に準じている。 
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1962（昭和 37）年までの高校生の全国大会はそれぞれの種目ごとに高体連と競技団体

を中心に全国各地で開催されていたが、1963（昭和 38）年以降は高体連に加盟する種目

を統合して「総合体育大会」とした（高体連、1999,p.468）。それが現在の全国高校総体

である。（注 3） 

 

 

第 3 項 戦後確立した学校運動部管理体制の問題点 

 

 学校運動部の実践をめぐる戦前と戦後それぞれの歴史的背景について述べてきた。戦前

においては一高の取り組みを中心に精神主義的実践が普及することになり、戦後のアメリ

カの民主化政策の下でもその風潮は払拭することができなかった。原因としては実践現場

において具体的実践方法が普及しなかったこと、実践現場の十分な成熟を待たずして競技

団体を中心とする競技力向上が過熱したことだった。 

1954（昭和 29）年の「対外競技の基準」の緩和には競技団体（日本水泳連盟）の要求

が深く関わり、オリンピック東京大会が差し迫った 1961（昭和 36）年には、明確にオリ

ンピックにむけた選手強化の一環として基準が緩和されるなど、競技団体の競技力向上対

策は学校運動部に直接影響を与えた。 

オリンピック東京大会後間もなく、「対外競技の基準」の緩和の原動力となった競技団体

の行いに対して、学校運動部の実践に勝利至上主義等の不健全な面をもたらしたとして批

判がなされることとなる（中村、1965,p.39）。また現在でも、オリンピック東京大会を期

に盛んになった「根性主義」を代表するような精神主義的実践・非科学的実践には否定的

みかたが大方となっている。 

しかし、「対外競技の基準」が緩和され、生徒の競技会の機会が拡大される一方で、学校

運動部の競技会の健全化を試みた学校体育連盟の中心的な活動内容は、全国大会（学校教

育活動内）の主催と開催基準の作成であり、学校運動部の現場での具体的な実践内容につ

いては統括主体が不在である。 

「対外競技の基準」が廃止された現在では、学校運動部の実践の管理は各学校・教育委

員会の主体性が尊重される形となっているが、特に競技力向上に関する実践は第 2・3 章

で述べるように、学校や教育委員会単位では行うことは不可能である。 

 現在の学校運動部においてどの程度、精神主義的実践、勝利至上主義が残っているかは

 25



把握できないが、少なくともそれらの実態を管理・是正している組織はない。 

そのなか、かつて批判を受けた競技団体の非科学的実践は影を潜め、科学的見地に立っ

た取り組み、海外での優れたプログラムに転換されている。 

つまり、新しい選手育成プログラムが学校外で行われる一方で、中学・高校生の中心的

な全国大会は「学校対抗制」ので行われており、「育成」と「発表」の場が互いに相容れな

い状態をつくりだしている。 

 

 

注 

 

1) 

「全国中学校体育大会開催基準」では、全国中学校の主催する団体は中体連、競技団体、開催地の都

道府県教育委員会・市区町村教育委員会である。運営する団体は主催団体が決定するが、会場地の都道

府県中体連と都道府県該当競技団体が運営・主管を行うことが原則となっている。後援は、文科省、全

日本中学校長会、都道府県教育長協議会、全国市町村教育委員会連合等となっている。特に、主管・運

営、後援に関しては厳密には規定されていないが、全国各地で開催されており、開催に関係する組織も

競技会ごとにことなるのが現状である。主流としては、後援として、開催地の都道府県自治体、NHK、

全国新聞社事業競技会、新聞社、テレビ局、主管として開催地の中体連等が関わっている。 

引率・監督は原則として出場校の校長・教員であるが、もし出場校の校長・教員が引率できず、校長

がやむを得ないと判断した場合に「全国中学校大会引率細則」に則り、外部指導者が引率することがで

きる。細則では、「安易に引率者としての外部指導者の引率を認めるものではない」、「生徒の大会出場に

関わる全責任は校長が負う」等の断りがなされ、該当種目を団体種目ではバスケットボール、サッカー、

バレーボール、ハンドボール、軟式野球、ソフトボール、アイスホッケー、個人種目では陸上競技、体

操競技・新体操、卓球、柔道、剣道、水泳、バドミントン、相撲、ソフトテニス、スキー、スケート・

アイスホッケーに限った上で、外部指導者の引率を認めている。 

中体連の主催する競技会は「学校対抗制」が原則であるが、バスケットボール 5 人、サ 

ッカー11 人、バレーボール 6 人、ハンドボール 7 人、軟式野球 9 人、ソフトボール 9 人、アイスホッケ

ー12 人をそれぞれ下回る部に関しては、複数校合同チームを編成することができ、全国中学校体育大会

に出場することもできる。 

2) 
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高体連は 1950（昭和 25）年に 11 の専門部（陸上競技、体操、水泳、バスケットボール、バレーボー

ル、卓球、軟式庭球、ハンドボール、サッカー、ラグビー、ソフトボール）を設置した。そして 1993（平

成 5）年に至るまで 22 の専門部を追加し続け、現在の 33 専門部の体制ができあがった。 

3) 

全国高校総体は計 33 種目によって行われるが、そのなかで 29 種目によって行われる夏季大会と、そ

の他 4 種目によって行われる冬季大会及（競技種目別大会）に分かれている。冬季大会の種目はスキー、

スケート・アイスホッケー、ラグビー（毎年、大阪府近鉄花園ラグビー場で開催）、駅伝（毎年、京都府

西京極陸上競技場付設マラソンコースで開催）である。1979（昭和 54）年以降は学校教育活動としての

全国大会は年 2 回認められており、高体連が主催する全国高校総体と全国高校選抜がそれに当たり、中

心的な活動となっている。 

4) 

主催は高体連、開催地都道府県、開催地教育委員会、関係全国統括競技団体、「競技種目別大会」（ス

キー、スケート・アイスホッケー、ラグビー、駅伝）については会場地の市町村と教育委員会。後援は

文科省、日体協、NHK、またこれに開催地都道府県体育協会、会場地市町村体育協会を加えることもで

きる。主管（競技種目別大会のみ）は高体連各競技専門部、開催地都道府県高体連、県警都道府県競技

団体。協賛は高体連の方針に賛同する組織による。 

引率者資格は、団体種目は校長が認める当該校の職員、個人種目の場合は校長が認める学校の教員、

監督・コーチは校長に認められた者で、外部指導者の場合は障害・賠償責任保険への加入が義務付けら

れている。 

複数校合同チームの大会参加については、「部員不足のため部活動の継続が困難となり、複数校合同で

の活動が行われている場合に限り」認められている。また、団体競技に関して、高体連では単一の学校

同士で競技を行う「学校対抗制」を原則としているため、複数校合同チームとしての参加が認められて

いないが、今後は「各都道府県高等学校体育連盟及び専門部においては、複数校合同チームの活動につ

いて成果を発表する場を設けるよう努力する」としている。「大会基準要項」の解説では、「発表する場」

の説明として、「大会等を含む」とされるに止まり、現在は全国高校総体への出場は含まれていない。 
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第 2 章 学校運動部の地域移譲政策をめぐる動向 

 

この章では初めに、学校運動部の地域移譲政策に至るまでの文部省（文科省）レベルで

の動向について述べ、その後で行政レベルの方針を受けて実践されている総合型地域スポ

ーツクラブ、「タレント発掘事業」、「エリートプログラム」について述べる。 

  

第 1 節 「スポーツ振興基本計画」をめぐる動向 

 

  第 1 項 文部省「スポーツ振興基本計画」までの答申等 

  

 学校運動部の地域移譲政策の背景には「開かれた学校」、「学校スリム化」等の提言があ

り、以下に挙げる答申等においては「開かれた学校」、「学校スリム化」が学校運動部の地

域移譲政策につながった動向をみることができる。 

 

臨時教育審議会「教育改革に関する第三次答申」1987（昭和 62）年 4 月 

 「開かれた学校」に関する提言は、臨時教育審議会の「教育改革に関する第三次答申」

（臨時教育審議会、1987）よりみられる。そこでは、「従来の学校教育に偏つていた状況

を改め、『開かれた学校』への転換を促進し、家庭、学校、地域が相互に連携融合するよう

なシステムをつくることが必要であり、この一環として、評価の多元化と生涯学習の基盤

整備を進める」ことが提言されている。 

 

経済同友会「学校から『合校』へ」1995（平成 7）年 4 月 

一方「学校スリム化」は、経済同友会の「学校から『合校』へ」（経済同友会、1995）

によって義務教育にむけて提言された。そこでは、学校が学力形成だけでなく人格形成、

課外活動、生徒指導、進路指導など、同時に多くの役割を抱えこんでいる現状から、「個性

を生かす教育」を進めたり、教員が創意を活かし工夫を凝らす義務教育本来の目的が十分

に果たせなくなっていると指摘された。 

 この後、経済同友会の提言を始め、各方面から「学校スリム化」の提言がなされ、続く

中央教育審議会答申「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について（一次答申）」に

おいても「学校スリム化」の流れは受け継がれた（内海、1998,pp.16-19.）。 
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中央教育審議会「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について（一次答申）」1996

（平成 8）年 

 中教審の答申（中教審、1996）では、先の臨時教育審議会答申より受け継がれた「開か

れた学校」に加え、経済同友会の提言に始まった「学校スリム化」が組み込まれた。学校

運動部は、「第 4 章 学校・家庭・地域社会の連携」の「学校スリム化」の部分で以下の

ように述べられた。 

 

「それぞれの部において、勝利至上主義的な考え方から休日もほとんどなく長時間

にわたる活動を子供たちに強制するような一部の在り方は改善を図っていく必要があ

る。また、地域社会における条件整備を進めつつ、指導に際して地域の人々の協力を

得るなど地域の教育力の活用を図ったり、地域において活発な文化・スポーツ活動が

行われており学校に指導者がいない場合など、地域社会にゆだねることが適切かつ可

能なものはゆだねていくことも必要であると考える」 

 

中学生・高校生のスポーツに関する調査研究協力者会議「運動部活動の在り方に関する調

査研究報告」1997（平成 9）年 

 中学・高校生のスポーツに関する調査研究協力者会議は、学校運動部に関する調査を行

い、その結果と中教審一次答申の提言を基に新たな提言をした（中学生・高校生のスポー

ツに関する調査研究協力者会議、1997）。 

中教審一次答申では学校運動部は「学校スリム化」の部分で触れられていたが、今度は

「開かれた運動部活動」というように「開かれた学校」とも関連付けて提言がなされるよ

うになった。「開かれた運動部活動」の部分では、これからの学校は、家庭や地域社会とと

もに子供たちを育成する開かれた学校となることが必要であるとされている。学校運動部

についても、自らをできるだけ開かれたものにするべきとされた。 

 

文部省「スポーツ振興基本計画」2000（平成 12）年 9 月（2006 年改訂） 

 2000（平成 12）年 8 月の保健体育審議会答申「スポーツ振興基本計画の在り方につい

て」を受け、ほぼ答申のままの内容で文部省は翌月「スポーツ振興基本計画」（文部省、

2000）を発表した。「計画の主要な課題」には以下の 2 点が位置づけられた。 
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①「生涯スポーツ社会の実現に向けた、地域におけるスポーツ環境の整備充実方策」 

②「我が国の国際競技力の総合的な向上方策」 

前者の生涯スポーツに関して、 

 

「運動部活動においては、少子化等による参加者数の減少により、団体競技を中心

として継続が困難となる場合が増加している。一方で、子どもを取り巻く地域のスポ

ーツ環境は、生涯スポーツ振興の主柱となる総合型地域スポーツクラブが全国で育成

されることにより、今後、格段に充実していくと考えられる」、「学校と総合型地域ス

ポーツクラブ等の一層の連携や学校体育施設の地域との共同利用の一層の推進等を通

じ、子どもにスポーツ活動の機会を積極的に提供することが求められている」 

 

と、学校運動部に代わって今後は総合型地域スポーツクラブが学校のスポーツを支えてい

くと予想している。 

具体的目標として、2010（平成 22）年までに各市町村に総合型地域スポーツクラブを

一つずつ、各都道府県に広域スポーツセンターを一つずつ設置することを掲げた。 

「運動部活動の改善・充実」の部分では、「学校教育活動の一環として一層その充実を図

るための各学校における取組みを促す」とあり、総合型地域スポーツクラブの普及と同時

に学校運動部の取り組みの改善を促している。 

現状の学校運動部への改善課題としては、勝利至上主義的運営の改善、スポーツを楽し

みたい生徒、競技力を向上させたい生徒など、多様な要求に応えられる柔軟な運営をする、

科学的観点から適切なトレーニングを行う、学校週 5 日制の趣旨を踏まえ、週末を休養日

にするなどの対応、学校間の交流の充実とされた。 

 後者の競技力向上に関しては、具体的目標として早期にオリンピックでのメダル獲得率

を 3.5 パーセントにするとし、「政策目標達成のため必要不可欠である施策」として一環指

導システムの構築、トレーニング拠点の整備、指導者の養成・確保、競技者が安心して競

技に専念できる環境の整備が挙げられた。 

 この計画は 2006（平成 18）年に一部改訂が行われ、「計画の主要な課題」に「スポーツ

振興を通じた子どもの体力の向上方策」が追加され、それに対する具体的施策展開として

「学校と地域の連携」を進めて学校内外のスポーツ環境を整備するするとされた。 

 「スポーツ振興基本計画」では、生徒にとってのスポーツの実践の場が、地域へと移り
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変わっていくことを予想しているが、それと同時に学校運動部における実践の改善も望ま

れており、一応は学校運動部の存在は尊重された。いずれにしても学校外におけるスポー

ツ実践の拡大が目指されている。 

 

 

第 2 項 「スポーツ振興基本計画」以降の諸スポーツ統括団体の動向 

  

JOC「ゴールドプラン」2001 年（平成 13）年 5 月 

 「ゴールドプラン」（JOC,2001）では「スポーツ振興基本計画」の「我が国の国際競技

力の総合的な向上方策」の部分を具現化するため、「ユースエリートプログラム」、「タレン

ト発掘事業」、「ナショナルトレーニングセンター」、「国立スポーツ科学センター（Japan 

Institute of Sports Science）」(以下「JISS」と略す。)、「ナショナルコーチアカデミー」

等の実施・設置計画が打ち出された。文部省が挙げた「一環指導システム」のなかには「優

れた素質を有する競技者の発掘手法の研究開発等」が含まれており、現在は JOC と地域

が連携して優れた子どもを発掘する「タレント発掘事業」によって具現化されている。 

また、JOC は日本サッカー協会の若年層育成プログラム（詳しくは第 3 章で述べる）を

モデルに、2008（平成 20）年から、JISS を拠点に「エリートスクール」をスタートさせ

る予定になっている。そこではサッカー、新体操、バレーボールのように独自のエリート

育成事業を展開している種目以外の、マイナースポーツを対象に、全国から優れた子ども

を集め、JISS 周辺の学校に通わせながら集中的な育成を行うことになっている（注 1）。 

 

日体協「21 世紀の国民スポーツ振興方策」2001（平成 13）年 1 月 

 「21 世紀の国民スポーツ振興方策」（日体協、2001）では、「生涯スポーツ社会」の実

現を目指し、都道府県体育協会と連携して総合型地域スポーツクラブの普及に取り組み、

学校運動部や民間スポーツクラブとの連携も進めるとした。競技力向上に関しては、「スポ

ーツ振興基本計画」で示された国際競技力の総合的な向上に向けて、加盟競技団体への支

援、JOC、JISS との連携強化を打ち出した。 
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注 

 

1)初年度は卓球とレスリングが対象となって開始される予定になっている。 
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 第 2 節 「スポーツ振興基本計画」の具現化～総合型地域スポーツクラブの設立～ 

 

 総合型地域スポーツクラブは文部省（文科省）によって 1995（平成 6）年から 2003（平

成 15）年に実施された「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業」、日体協によって 1997

（平成 8）年から「総合型スポーツクラブ育成モデル事業」として始まった。 

現在行われている推進事業は、文科省から日体協への委託事業として行われている「総

合型地域スポーツクラブ育成推進事業」と、独立行政法人日本スポーツ振興センターが運

営するスポーツ振興くじ toto 助成金による支援が中心となっている。 

文科省は 1999（平成 11）年から 2005（平成 17）年にかけて「広域スポーツセンター

育成モデル事業」を全国的に実施しており、総合型地域スポーツセンター設立・育成の支

援、クラブ運営者、指導者の養成の支援、広域市町村圏におけるスポーツ情報の管理、広

域市町村圏におけるスポーツイベント等の推進、広域市町村圏におけるトップレベル選手

の育成、各地におけるスポーツ医・科学サポートなどの役割を担う広域スポーツセンター

の設置を全国で進めてきた。そして現在はほとんどの都道府県において設置されている。 

2003（平成 15）年からは地方自治法の改訂によって指定管理者制度が始まり、「指定管

理者制度」によって、企業、NPO 法人、市民団体等による公共施設の運営が可能になった。

このことによって総合型地域スポーツクラブを運営する団体等が公共施設を拠点に活動、

運営できるようになったり、自治体からの運営委託金を受けられるようになった。 

 文科省の「19 年度予算（案）主要事項」（文科省、2007）では 2006（平成 18）年 7 月

の時点で全国に総合型地域スポーツクラブは 2,416 ヶ所あり、2004（平成 16）年の同省

調査の 1,117 ヶ所の倍以上となっており、今後も更に増えていくことが予想される。 

 

 

第 1 項 文部省によるモデル事業 

 

 文部省は「スポーツ振興基本計画」以前の 1995（平成 7）年から「総合型地域スポーツ

クラブ育成モデル事業」を開始し、同年、愛知県半田市「成岩スポーツクラブ」がモデル

に認定された。 

 愛知県半田市成岩地区「少年を守る会」は 1994（平成 6）年、「成岩スポーツタウン構

想」を作成し、総合型地域スポーツクラブを設置し運営していくことを決定した。翌年に
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は半田市教育委員会の働き掛けによって文部省の「総合型地域スポーツクラブ育成モデル

事業」の対象となり、「成岩スポーツクラブ」が誕生した。2002（平成 14）年 12 月には

NPO 法人格を取得し「財団法人ソシオ成岩スポーツクラブ」へと生まれ変わり、翌年には

地方自治法の改訂で「指定管理者制度」が誕生したことにより、自治体から共同利用施設

の管理委託を受けている（成岩スポーツクラブホームページ）。 

 半田市での取り組みは国内において比較的早期に始まっており、現在でも総合型地域ス

ポーツクラブのモデルとして注目されている（大平、大竹、2002,p.68）。 

半田市は総合型地域スポーツクラブの更なる定着を目指して 2002(平成 14)年 3 月「半

田市スポーツ振興基本計画」（半田市、2002）を作成した。そこでは総合型地域スポーツ

クラブと学校運動部の連携を進めるため、特に中学生の学校運動部の土曜日、日曜日の活

動を原則的に行わないことが盛り込まれた。そのことにより、半田市の中学生は平日は学

校運動部、週末は総合型地域スポーツクラブで活動することになった。 

しかし、半田市では地元での学校運動部縮小に反対の傾向が強く、保護者は土曜日、日

曜日の活動を望み、学校教員にも反対意見が多い（夏秋、2003,p.17）。 

週末の活動が制限されている学校運動部の指導者からは「部活を指導したくて教師にな

ったのに」、「クラブの理念は分かるが、やはり種目ごとの大会の存在は大きい。顧問も生

徒も、部活に入ったら良い成績を残したいと考えるのは当然」等の声が出ており、総合型

地域スポーツクラブを定着させる動きが反って学校運動部の負担となっている。 

これは、学校体育連盟が主催する全国大会が中学・高校生の競技に大きな影響している

ことと、総合型地域スポーツクラブが選手育成の場として成熟していないことを示してい

る。 

このような、現場からの意見に対して文科省は、現場で持たれている異論は承知してい

るとした上で「部活動にない種目を提供したり、部活動に加入していない子供に運動の機

会を作ったりする面もある」としている（読売新聞、2006.9.13）。 

1990 年代から始まった文部省のモデル事業は、伝統的な学校スポーツの体制と新たな地

域スポーツの連結の面で課題を残す結果となった。 
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第 2 項 日体協による推進事業 

 

日体協は、1997（平成 9）年の段階から全国に展開している「スポーツ少年団」を基盤

として総合型地域スポーツクラブの普及を試みていた。「スポーツ振興基本計画」以降は、

先に挙げた「21 世紀の国民スポーツ振興方策」によって「生涯スポーツ社会」の実現を目

指して地域スポーツの振興に努めている。2004（平成 16）年に文科省からの委託事業「総

合型地域スポーツクラブ育成推進事業」を受けてからは、文科省と日体協が培ったノウハ

ウを統合し、国内の中心的事業として総合型地域スポーツクラブの振興役を担っている。 

日体協の組織構造としては、競技力向上に関する事業を行う中央競技団体と、生涯スポ

ーツの推進を図る都道府県体育協会に分かれており、総合型地域スポーツクラブに関する

事業は後者が中心となって実践している。また、事業では市町村体育協会と連携を図りな

がら「指定クラブ」制度によって各地域でクラブを設立しようとするスポーツクラブや団

体を対象に二年間、設立準備委員会の開催、スポーツ教室の開催、スポーツ交流大会の開

催、広報活動等の援助を行っている。現在クラブ設立を目指し日体協の「指定クラブ」の

指定を受けている取組みは、兵庫県と福井県を除く全ての都道府県にあり、平成 19 年度

の時点で 296 ヶ所に上る。（文科省の目標は 400 ヶ所） 

都道府県体育協会が行う内容は、未育成市区町村への普及・啓発活動、クラブ育成アド

バイザーの配置及び巡回指導（クラブ運営のノウハウについて指導）、クラブマネージャー

養成講習会・研修会の開催、総合型地域スポーツクラブ啓発フォーラムの開催、育成指定

クラブ連絡協議会の開催であり、各地の広域スポーツセンターと連携も図りながら実践し

ている（日体協ホームページ）。 

また、総合型地域スポーツクラブ育成委員会では全国のクラブ育成アドバイザーの間で

「総合型地域スポーツセンター育成推進事業」の基本方針を協議したり「指定クラブ」の

選定等を行うなど、都道府県体育協会を取りまとめるセクションとなっている。 

実際に活動を開始したクラブには日本スポーツ振興センターとの連携によって、スポー

ツ振興くじ toto 助成（注 1）を利用した支援を実施しており、2007(平成 19)年度の時点で

9 クラブに支援を行っている。 

日体協は学校運動部のクラブ化も推進している。これは学校運動部を母体として運営の

主体を地域に移譲する方法である。中学校ではサッカーを中心にクラブ化の例があり、高

校でも 2 軍、B チームの生徒をクラブチームに所属させて試合の機会を増やすなどしてい
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る（読売新聞、2005.7.30）。 

高校の場合は部自体をクラブ化する例はあまりみられないが、高校生が小・中学生と交 

 

 
 

図１.日体協による総合型地域スポーツクラブ支援事業（日体協ホームページ） 

 

流を図ることで刺激を与え、地域全体のレベルアップにつながることを期待している。

しかし、学校体育連盟主催の全国大会の影響は、学校運動部のクラブ化の障害ともなって

いる。千葉県の市立船橋高等学校や群馬県の前橋育英高等学校などのサッカーの強豪校も

その影響を受けた例である。 

2007（平成 19）年全国高校総体を制した市立船橋高等学校サッカー部の石渡監督は、「ク

ラブとしての活動は人員不足で継続が難しかった」とし、今後のサッカー部の方針として

「クラブ（地域）への参加はあくまでも試合の機会を増やすためのもので、伝統的には全

国高校総体を最大の目標にしてきた、今後もその方針は変えるつもりはない。サッカー部

が地域に移ることも考えていない」と述べている。一方の前橋育英高等学校サッカー部の

山田監督は、「理想としてはクラブとして活動がしたいが、全国高校総体に出場できなくな
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るなど、問題があるので現実としては難しい」と述べている。 

先の半田市やサッカーの例からは、学校運動部が競技力向上において根強い拠点となっ

ており、第 3 章で述べるように競技団体独自の育成環境が学校外にできあがっているサッ

カーでさえ学校体育連盟の全国大会が依然影響力を持っている。 

 

 

  第 3 項 総合型地域スポーツクラブに関する課題 

 

総合型地域スポーツクラブの課題は競技力向上の面にある。そもそも「スポーツ振興基

本計画」において総合型地域スポーツクラブは、生涯スポーツに関する部分で扱われてお

り、競技力向上の場としての性格あまり求められていない。半田市の例でみたように、自

治体によって学校運動部の活動の一部が制限され、その分総合型地域スポーツクラブでの

活動を促そうとしても、競技力向上を目指す者にとっては受け入れ難い状況になる。 

更に、中学・高校生にとって学校体育連盟が主催する全国大会（「学校対抗制」が原則と

される）の影響は大きく、学校運動部から地域へと活動拠点を移すにはリスクを背負わな

ければならない。 

 

 

注 

1)文科省と連携を図りながら総合型地域スポーツクラブの普及に取り組んでいる日本スポーツ振興セン

ターのスポーツ振興くじ toto 助成金には、日本スポーツ振興センターによる直接助成と、日体協、日本

レクリエーション協会、自治体、競技団体を通した間接助成があり、前者は既に活動がスタートしてい

るクラブに対する活動支援事業のみで、後者には活動支援と設立までの支援を行う創設支援事業である。 

 創立支援事業の内容は設立準備委員会の準備、総合型地域スポーツクラブに関する広報宣伝、設立総

会の開催、地域住民・既存団体への説明会開催、総合型地域スポーツクラブ育成ガイド等の作成・配布、

クラブコーディネーター・クラブマネージャー養成講習会等の開催、設立趣意書・規約等の作成支援、

地域住民のニーズ調査などである。 

 活動支援事業の内容は運営委員会の開催、クラブマネージャーの設置及び有資格指導者の配置、健康・

体力相談事業、定期的・継続的なスポーツ教室等の開催、広報活動などである。 
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 第 3 節 「スポーツ振興基本計画」の具現化～「我が国の国際競技力の総合的な向上方

策」～ 

 

「スポーツ振興基本計画」で国際競技力向上策として挙げられた一環指導システムの構

築や、トレーニング拠点の整備といった取り組みは、「エリートプログラム」、「タレント発

掘事業」、JISS の設置等で具現化されている。 

 

第 1 項 JOC、JISS を情報源に実施される「タレント発掘事業」 

 

JOC と JISS は自治体と連携を図りながら、各地で「タレント発掘事業」を行っている。

それらの事例は共通して総合型地域スポーツクラブを活動拠点としている。「タレント発掘

事業」では、小・中学生の段階で優れた人材を発掘し、それぞれの子どもに適した種目を

発見し、中学校を卒業する時点でそれぞれの子どもに適した種目に子どもを振り分けるこ

とである。 

 

「福岡県タレント発掘事業」 

2004（平成 16）年 4 月からは福岡県で「福岡県タレント発掘事業」が実施されている。

実施主体は福岡県（福岡県タレント発掘実行委員会）、福岡県体育協会、福岡県教育委員会

等で、地元の総合型地域スポーツクラブを活動拠点としている。 

福岡県でのスポーツ振興は 2003（平成 15 年）に福岡県体育協会、福岡県教育委員会、

JISS、JOC の協議によって作成された「福岡県スポーツ振興基本計画」の内容が基となっ

ている（福岡県スポーツ振興公社、2005,p.162）。計画では学校と地域の連携による一環

指導体制の重要性が示された。つまり、学校の枠を飛び越えて県全体で優秀な人材を若年

のうちに発見し、指導理念を共有、一貫した指導体制を確立するというものである。 

事業では 12 歳以下は”Fukuoka Kids”,13 歳から 15 歳は”Fukuoka Jr”,と呼ばれ、それ

ぞれの段階で選抜と育成が行われる。 

対象人数は初年度から約 60 名ずつ追加されており、対象となった子どもはそれぞれ所

属する学校運動部やスポーツクラブを拠点に、週一回「タレント発掘事業」によるプログ

ラムが実施されている。 

福岡の政策を受け、福岡県立スポーツ科学情報センターは「タレント発掘事業」の実践
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プログラムを作成した。その内容は「身体能力開発・育成プログラム」、「知的能力開発・

育成プログラム」、「保護者向けサポートプログラム」の三領域から成っている（福岡県ホ

ームページ）。 

 「身体能力開発・育成プログラム」では、神経系と筋肉の連動性を高めるコンディショ

ントレーニング、様々な運動を経験させることで将来の複雑・高度な技術に対応させるコ

ーディネーショントレーニング等の身体能力に関連した内容を、「知的能力開発・育成プロ

グラム」では国際レベルで活躍する日本人選手をモデルに目標も持ち方や、相手選手と積

極的に交流を図れるようコミュニケーション能力などを学ばせる。「保護者向けサポートプ

ログラム」では、「タレント発掘事業」の理解、生理学的観点からみた、子どもに適切なス

ポーツ実践、食育に関する内容を啓蒙している。 

福岡県立スポーツ科学情報センター健康科学課長を務め、「タレント発掘事業」のプログ

ラム作りに直接参加している田中眞太郎は、事業の課題として、プログラム参加選考から

漏れた子どもとその家族に対する対処方法の追求、週一回のプログラム実施に加え所属す

る学校運動部やスポーツクラブの指導者との連携強化、競技団体や中高体連との連携強化、

JOC、JISS との更なる連携強化による事業展開などを挙げている（田中、2005,p.389）。 

 福岡県での取り組みは、「タレント発掘事業」の国内第一号として、以下に挙げる事業の

参考になっている。 

 

「BIFUKA AIR FORCE」 

2006（平成 18）年 4 月からは北海道美深町で美深町（エアリアルプロジェクト委員会）、

美深町教育委員会が主体となってトランポリンから雪上スポーツのエアリアルに適した人

材を発掘する「BIFUKA  AIR  FORCE」がスタートしている。 

 

「和歌山県ゴールデンキッズ発掘プロジェクト」 

2007（平成 19）年 4 月からは和歌山県で和歌山県教育委員会、和歌山県（和歌山県ゴ

ールデンキッズ発掘プロジェクト実行員会）、和歌山県体育協会等が主体となって「和歌山

県ゴールデンキッズ発掘プロジェクト」がスタートしている。 

 

「タレント発掘事業」の検討 

上記の「タレント発掘事業」の特徴は、総合型地域スポーツクラブを拠点としているこ
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との他に、JOC、JISS からの情報を基に、地域をあげて取り組んでいることである。その

ことで最新の情報と地域による施設の提供によってこれまで学校運動部や地域のクラブが

単独で行えなかった規模のプログラムを実現している。 

ただ、学校運動部や地域のクラブに所属する子どもを重複的に事業に参加させており、

日頃の活動拠点となる種目ごとの育成プログラムの成熟が必要不可欠である。 

 

 

第 2 項 競技団体による「エリートプログラム」の実践 

 

 「エリートプログラム」では、各競技団体によって選抜された優れた子どもを育成拠点

で育成する取り組みである。特徴としては育成拠点地元の公立学校と連携を図っているこ

とで、プログラムに参加する生徒は学校に通いながら共同生活を送り集中的な育成を受け

る。 

 

バレーボールにおける実践 

日本バレーボール協会は 2005（平成 17）年 4 月から、大阪府貝塚市の「全日本ナショ

ナルトレーニングセンター」において「バレーボールアカデミー」を開始した。この場所

は伝統的にバレーボール日本代表がトレーニング拠点としてきた歴史を持ち、2003（平成

15）年からは中心的に各強化プログラムの実施・情報発信を行っている。 

 

新体操における実践 

日本新体操協会は 2005（平成 17）年 4 月から、千葉県千葉市の県立大宮高等学校（通

信制）において、全国から優れた 18 歳の女子高校生を集め新体操の団体種目の集中的選

手育成を行っている。対象となった女子高校生は「フェアリージャパン POLA」（日本ナ

ショナル団体選抜チーム）の主要メンバーとして活躍することになる。また、期間は一年

間で、学校付近に設置されている専用の寮に下宿しながら育成プログラムに参加している。

通信制の高校のため体育館が比較的空いており、そこを拠点にプログラムが実施されてい

る。現在は 3 年目をむかえており、8 人の女子高校生がプログラムに参加している。（2007

年 10 月現在） 

以前は新体操団体種目の選手育成拠点がなく、この取組みが日本の女子新体操団体種目
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の競技力向上の鍵となっている。手前 2 年間でプログラム対象となった選手達は世界規

模の競技会でトップ 10 に入るなど、既にナショナルチームとしての活動をしている。 

 

サッカーにおける実践 

日本サッカー協会は、「JFA2005 年宣言」等で目標とした世界の頂点を目指して 2006

（平成 18）年 4 月に「JFA アカデミー福島」を開校した。拠点となっているのは天然芝

ピッチ 10 面、雨天練習場、フィットネスクラブ、宿泊施設などがあり、日本代表が合宿

で利用するなど充実したトレーニング環境を有する株式会社日本フットボールヴィレッジ

（以下「Ｊヴィレッジ」と略す。）（注 1）である。 

 

 

  第 3 項 学校外の競技力向上実践の検討 

 

競技団体は学校運動部に競技力向上を期待していた伝統的な方針から、自ら育成環境を

作り、自ら育てる体制をとり始めている。 

現在、中学・高校における競技力向上は学校運動部、「タレント発掘事業」、「エリートプ

ログラム」の三つが担っているといえる。特に一番多くの中学・高校生を抱える学校運動

部、生徒を強化拠点に集めて集中的な育成を行う「エリートプログラム」は限られた種目

に集中して競技力向上を行う点で共通している。総合型地域スポーツクラブにおいても、

今後定着が進むにつれて競技力向上の場としての期待が増大すると考えられが、その場合

は参加する種目をある程度限定することになる。また、学校運動部では勝利至上主義等が

問題視されるなど、場合によっては長期的視野に立った「タレント発掘事業」の弊害とな

ることもある。 

「タレント発掘事業」を効果的に機能させるには、競技団体が実践する種目ごとの選手

育成プログラムの実践が必要である。また、それらのプログラムが全国的に普及すること

も前提となる。そこで、中学・高校生の競技力向上の中心的実践現場となっている学校運

動部はプログラムの受け皿として期待できる。 

これまで述べてきたことを基に、中学・高校生の競技力向上の課題が浮かび上がる。ま

ず、中学・高校生の競技力向上の中心的実践現場である学校運動部においては、伝統的に

引き継がれてきた精神主義的実践が残っている。その原因は、学校運動部に具体的選手育
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成実践を提供する体制がなく、現場ごとの実践に依存していることが挙げられた。また、

学校体育連盟による現在の統括体制は、全国大会の開催に関する事柄に限られていること

も原因の一つだった。学校体育連盟が作成する全国大会の開催基準では「学校対抗制」が

原則とされているが、学校外において徐々にスポーツ実践が広まっている現在では、「学校

対抗制」が学校運動部と学校外の実践を二分化する結果となっている。 

学校外では、総合型地域スポーツクラブ、「タレント発掘事業」、「エリートプログラム」

があった。総合型地域スポーツクラブは、競技力向上の受け皿としてはまだ成熟しておら

ず、今後は総合型地域スポーツクラブからでも学校体育連盟が主催してきた全国大会に出

場できるようにするなど、競技力向上が行いやすい環境にしていく必要がある。「タレント

発掘事業」では、他の活動との重複活動のため、それぞれの種目における個別の選手育成

プログラムの成熟が待たれる。「エリートプログラム」の取り組みでは、最新の情報を基に

競技力向上が行われているが、第 3 章で詳しく述べるように、対象となる子どもが限られ、

育成拠点数も限られている。そのため、競技団体が行う競技力向上のプログラムが限られ

た範囲でしか生かされない。 

 

学校外の実践 学校運動部の実践 

競技会 

選手育成

充実 

充実

学校体育連盟主催の

競技会に出場できな

い 

競技会 

諸スポーツ統括組織

によるプログラム 

「学校対抗制」 

現場の実践に依存 

選手育成

図 2.生徒の競技力向上をめぐる競技会と選手育成プログラム 

 
 

つまり、学校運動部は学校体育連盟主催の全国大会に参加できるため、「発表」の場が充

実している。その一方で、具体的選手育成実践が浸透しないという問題を抱えている。学
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校外では、競技団体、JOC、JISS の取り組みで、最新の選手育成プログラムが実施されて

いる。その一方で、中学・高校生にとって中心的である学校体育連盟主催の全国大会に出

場できないなど、「発表」の場が充実していない（図 2）。 

「対外競技の基準」の廃止と同時に、学校運動部の運営は学校や教育委員会による独自

の取り組みが期待されたが、「スポーツ振興基本計画」で求められるような競技力向上の取

り組みは、学校や教育委員会だけではもはや困難であり、本章で挙げたような学校外の取

り組みから情報を得る必要がある。 

 そこで、学校外での競技力向上実践、特に学校運動部の現場で求められる具体的選手育

成実践の先進的実践となっている「エリートプログラム」について次章で検討し、学校運

動部と競技団体による連携について考察する。 

 

 

注 

 

1)Ｊヴィレッジではサッカーを始め、ラグビー、アメリカンフットボール、ラクロス、テニス、水泳、

陸上、バレーボール、バスケットボール、バドミントン、卓球等を行うことができ、トレーニング合宿、

観光、小・中学生の校外学習、社会人スポーツの大会開催と多目的施設となっている。また、地元メデ

ィア、銀行、鉄道会社など多くのスポンサー企業もついている。代表取締役社長は福島県の佐藤雄平知

事、その他取締役は日本サッカー協会の川淵三郎キャプテン等が務めている。 
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第 3 章 「エリートプログラム」における競技力向上の実践 

  

 第 1 節 各競技団体の「エリートプログラム」における実践 

 

バレーボール「バレーボールアカデミー」 

日本バレーボール協会が大阪府貝塚市で実施する「バレーボールアカデミー」は中学生

が対象で、共同生活を送りながら地元の貝塚市立貝塚第二中学校に通う。プログラム実施

の背景には、オリンピックアテネ大会で優勝した中国のバレーボールチームが、国家レベ

ルの若年層強化策を行っており、育成拠点で年間を通して集中的な育成を行っていること

があった（滝口、2005,p.29）。日本バレーボール協会のプログラムでは、全国から集まっ

た小学 6 年生（女子）から毎年約 6 人程度選抜し、貝塚市の拠点で 3 年間の集中的育成を

行う。 

「バレーボールアカデミー」の入学トライアルでは日本バレーボール協会が実施し、バ

レーボールの特性上から、本人・両親の身長、足のサイズ等が審査され、バレーボールの

経験の有無を問わず身体的に優れた子どもを選抜することになっている。そのため「NT

ドリームス」（クラブチーム）として試合等の活動を行うが、「バレーボールアカデミー」

は入学の時点でバレーボールの経験がない子どもがいるため、チームとしての活躍は求め

ず、長期的に選手として成長することを狙いとしている。卒業生は強豪校である東京都の

下北沢成徳高等学校や大阪府の四条畷学園高等学校などへ進んでいる（日本バレーボール

協会ホームページ）。 

 

新体操「フェアリージャパン POLA」 

日本体操協会の新体操部門は、オリンピック北京大会を 3 年後に控えた 2005（平成 17）

年、新たな強化策を試みることになる。2004（平成 16）年以降、オリンピック北京大会

に向けた新体操強化本部長に就任している山崎浩子氏は、成績を残せていない個人種目で

はなく、1999（平成 11）年の大阪世界選手権で４位、2000（平成 12）年のオリンピック

シドニー大会で５位の成績を残した団体チームの重点的強化に乗り出した。 

 対象となるのは中学・高校生の年代で、特に高校生年代は千葉県立大宮高校で共同生活

を送り、集中的な育成を受けている。通信制の大宮高校では、体育館の使用の自由がきき、

同高校の協力を得て、そこを拠点にしている。 
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このプログラムでは集中的育成を通じ、「チーム」としての強化に重点を置いている。「フ

ェアリージャパン POLA」のメンバーは既にナショナルチームとして活動しており、国際

大会への出場も行っている。 

現在日本のナショナルチームの実力は世界のトップに準ずる位置にあり、世界のトップ

に位置するロシア、ベラルーシ、イタリア、ブルガリア、中国などのチームが目標となる

（山崎浩子、2006,p.11.）。 

これまで、2005(平成 17)年のアゼルバイジャン世界選手権大会のリボン種目（団体）で

6 位、2006（平成 18）年のワールドカップではフープ&クラブ種目(団体)で 7 位、2007（平

成 19）年には 10 位以内でオリンピック出場が決まるパトラス世界選手権でロープ種目 7

位、フープ&クラブ種目で 8 位とオリンピック北京大会の出場を決めた。 

 

サッカー「JFA アカデミー福島」  

「JFA アカデミー福島」には男女それぞれ中学・高校生が在籍しており、地元の学校に

通いながら育成を受けている。実施 2 年目をむかえている現在男子は中学 2 年生まで、女

子は中学 2 年生と高校 2 年生（女子は初年度のみ高校生を募集）が在籍している。 

日本サッカー協会の取り組みは教育方針の審議から自治体と協議をおこなうなど、「エリ

ートプログラム」としては競技団体と学校に加え自治体の教育目標と連携を実現させた新

たな取り組みである。また、2008（平成 20）年からは、JOC が「JFA アカデミー福島」

の学校教育との連携等をモデルに「エリートスクール」を開校する予定になっており、そ

こではマイナー種目を対象に全国から種目ごとの優れた子どもが集められ年間を通じた集

中的な育成が行われる。 

更に、「JFA アカデミー福島」は既に日本サッカー協会が展開している一環指導体制の

中心的事例としての位置づけにあり、最終的には「エリートプログラム」の成果が全国に

広がることを狙っている。 

以下では、「JFA アカデミー福島」における競技力向上と教育行政の連携、サッカー全

体のレベルアップを展望した取り組みに注目し、詳しく分析し、学校運動部と競技団体の

連携のヒントとしたい。 
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第 2 節 サッカー「JFA アカデミー福島」の設立と日本サッカー協会の選手育成 

   

第 1 項 日本サッカー協会が実施する一環指導体制の全体像 

 

本研究において取り上げる「JFA アカデミー福島」は、日本サッカー協会が若年層から

日本代表レベルまで、一貫した指導体制を確立するために進められている「エリート育成

プログラム」の一部である。 

 日本サッカー協会は、2002 年以降「キャプテンズ・ミッション」により現在まで 11 項

目の「ミッション」を掲げ、「サッカーに携わるあらゆる人々が幸せになれる環境づくり」

を目指し、サッカー人口の拡大、エリートの養成、日本のスポーツ環境整備等に取り組ん

でいる（日本サッカー協会ホームページ）。11 のミッションのうち、若年層（高校生年代

まで）の「エリートプログラム」に関わるものは、ミッション 3「『JFA キッズプログラム』

の推進」、ミッション 4「中学生年代の活性化」およびミッション 5「エリート養成システ

ムの確立」である。 

 

ミッション 3「『JFA キッズプログラム』の推進」 

日本サッカー協会が実施する一環指導体制のなかで最も若い年代への取り組みとして、

「JFA キッズプログラム」がある。対象は、U-6、U-8、U-10（6 歳以下、8 歳以下、10

歳以下）の年代に区分されており、小学生以下も含まれる。一環指導のなかで「JFA キッ

ズプログラム」の年代は、「普及・ベース」の段階として位置付けられ、該当する年代の子

どもたちにサッカーとの出会いの場を提供すると同時に、周囲の大人にこの年代に適した

サッカーの指導を理解してもらうことが目標とされている。 

具体的には、周囲の大人への啓蒙を目的としたハンドブック作成、指導者（キッズリー

ダーインストラクター、キッズリーダー）の養成・活用、イベント等の開催、幼稚園等へ

のサッカーの正課導入の提案、小学校の授業への指導者派遣などをおこなっている（日本

サッカー協会、2006」）。 

現在、「JFA キッズプログラム」は全国 47 都道府県で実施されており、今後も推進され

ていくことになっている（川淵、2006,p49）。 
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ミッション 4「中学生年代の活性化」 

中学生の時期のサッカーにおいては、試合数の不足、大学受験による時間の制限、サッ

カーを指導できる人材の不足、女子サッカーにおける生徒・教員の部活離れ等により選手

育成への弊害が指摘されている（日本サッカー協会ホームページ）。具体的な対策としては、

プレーの機会の提供と環境整備、各都道府県のサッカー協会の取り組みの推進、文科省、

中学校体育連盟、自治体、学校との連携を図るなどしている。 

 

ミッション 5「エリート養成システムの確立」 

ミッション 5 の「エリート養成システムの確立」では、U-14、U-16、U-18 の年代を対

象に全国から優れた人材を発掘し、将来の日本代表を目指した育成事業を展開している。

そのなかに本研究の事例として取り上げる「JFAアカデミー福島」の取り組みも含まれる。 

2003（平成 15）年からは「JFA エリートプログラム」が開始され、U-13、U-14 の年代か

ら優れた子どもを選抜し、年間約 4 回、約 1 週間に渡る合宿（「キャンプ」）での指導を実

施している。 

「エリート養成システム」の目的の一つは、「JFA キッズプログラム」の年代（U-6～

U-10）から優れた子どもを選抜し、適切な環境と指導を与えることでもあり、小学生以下

から高校を卒業する年代まで一環指導体制を確立することにも焦点が置かれている。 

 

サッカーの一環指導体制を支える「トレセン制度」、「Ｊリーグアカデミー」 

「JFA キッズプログラム」と「エリート育成システム」の間に位置する U-12 以降の年

代にも、「トレセン制度」（注 1）を導入し、U-12 から U-18 まで一貫した指導を試みてい

る。（表 2）「トレセン制度」は 1976（昭和 51）年にスタートしており、ナショナルトレ

センを中心に、地域トレセン、都道府県トレセン、市町村トレセンと枝分かれしており、

才能豊かな子どもが全国各地から発掘されるシステムになっている。各レベルのトレセン

では過去の日本Ａ代表の試合等から得た情報を分析したデータを基に、「指導ガイドライ

ン」（表 2）を作成し、日本代表が抱える課題を「エリート育成プログラム」全体で克服し

ようと試みている。 

日本サッカー協会は更なる若年層育成体制の充実を目指し、2002（平成 14）年からは

クラブチーム単位の育成をスタートさせた。「Ｊリーグアカデミー」と総称されている各ク 

ラブチーム（Ｊリーグ加盟クラブ）の育成拠点では、「トレセン制度」のような一環指導が
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行われおり、クラブチームのユースチームとして競技会にも参加している。2002（平成

14）年のスタート時には 7 つのクラブチーム（Ｊリーグ所属）による実施だったが、現在

では 21 のクラブチームで実施されており、現在では学校運動部のチームと同格あるいは

上回る実力をつけている（日本サッカー協会ホームページ）。（注 2） 

 
図. 3 つの要素による日本サッカー協会の「三位一体＋普及」の体制（日本サッカー協会ホームページ）

 

 

でに日本でワールドカップを開催、その大

会

人口の増加を促進することで、より厚い競技層を築き上げることを狙ってい

なかで象徴的な先進モデルとして「エリートプログラムを」位置付け、日本全国の子ど 

 
図 4.日本サッカー協会の「プルアップ」構想（日本サッカー協会ホームページ） 

 

 日本サッカー協会は 2005（平成 17）年、「キャプテンズ・ミッション」の更なる推進を

図るため、「JFA2005 年宣言」を宣言した。そこでは協会の目標として 2015 年までに日

本代表が世界のトップ 10 のチーム、2050 年ま

で優勝することが目標として掲げられた。 

現在日本サッカー協会は若年層育成体制について日本代表チームの強化、指導者養成、 

若年層育成の「三位一体」に加え、幼年期のこどもにサッカーに触れ合う機会を提供する

などサッカー

る（図 3）。 

 特に「エリートプログラム」を実施するに当たり意識していることは、一環指導体制の
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U-6 

遊
び
の
次
代 

遊ぶことにより身体的・物理的な現象を学び、仲間同

士のコミュニケーションから社会的経験を積む。 

生
活
環
境
の
変
化 

自由な環境から学校で行動がコントロールされるように

なる。大人の言うことを無条件で取り入れるため、大人

は権威的存在として責任を意識する必要がある。 

U-8 Ｊ
Ｆ
Ａ
キ
ッ
ズ
プ
ロ
グ
ラ
ム 

U-10 

思
考
力
の
発
展
（
プ
レ
・
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
エ
イ

ジ
） 

筋道だった思考が可能になる。多面的な運動部経験を

通してバランスの取れた運動部能力を身に付ける必要

がある。またそのことによりゴールデン・エイジの効率

的な技術習得に働く。周囲との関係にも気を使い始

め、集団所属意欲が高まる反面、閉鎖的な集団意識

を持ちやすい。 

  U-12 

学
習
の
最
適
期
（
ゴ
ー
ル
デ

ン
・
エ
イ
ジ
） 

生涯で最もスムースに情報を吸収しやすい年代。この

時期に集中的に技術習得を行う。仲間との集団生活

が充実し、仲間うちでの社会的地位、集団ルールが確

立される。 

U-14 

か
ら
だ
の
変
化
と
自
我
の

発
見
（
ポ
ス
ト
・
ゴ
ー
ル
デ

ン
・
エ
イ
ジ
） 

急激なからだの成長により運動神経とのバランスが崩

れ、動きが鈍くなりやすい。一方で持久性、瞬発性が成

長する時期でもある。この時期になると、自己を見つめ

るようになり、理想とのギャップで悩みやすい。 

U-16 

ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ

の
確
立 

からだの著しい成長が終わり、本格的なトレーニング開

始。自らの長所と短所を把握し始める時期でもあり、欠

点に対して過剰な劣等意識を持たぬようケアが必要。 

Ｊ
Ｆ
Ａ
エ
リ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム 

「Ｊ
Ｆ
Ａ
ア
カ
デ
ミ
ー
福
島
」 

ト
レ
セ
ン
制
度 

自
立
し
た
大
人
へ 

U-18 

プロフェッショナルなレベルでプレーを続けるか否かを

決定する重要な時期。的確で総合的な能力が求めら

れる。 

表 2.日本サッカー協会の一環指導体制と「指導ガイドライン」 

（山口の論文と日本サッカー協会ホームページを参考に筆者が作成（山口、

2005,pp.96-102）(日本サッカー協会ホームページ) 



もに刺激を与え、全体のレベルを上げることである。そのため「JFA アカデミー福島」の

実践は「指導ガイドライン」に沿った実践が基本になっており、最終的には他の現場でも

実践を応用できるように工夫されている。日本サッカー協会は象徴的実践をモデルに全体 

のレベルを引き上げるこのシステムを「プルアップ」と呼んでいる（図 4）。 

 以上のように若年層育成を実施するなか、ヨーロッパを中心に展開されている、寄宿

制、地域・学校との連携を盛り込んだ「エリートプログラム」に対抗するため、「JFA ア

カデミー福島」の構想が立ち上がる。 

 

 

第 2 項 福島県での「エリートプログラム」実践構想 

 

 福島県教育委員会は 2001(平成 13)年 3 月に策定された「第 5 次福島県長期総合教育計

画～新世紀ふくしまの学び・2010～」によって 2001（平成 13）年から 2010 年までの約

10 年間の長期教育計画を立てた。その中では「少子・高齢化、都市化」、「家庭や地域の教

育力の低下」等の社会、教育を取り巻く環境の変化に向け、それぞれ具体策が打ち出され

た。「新世紀と共に」の部分では、高度情報通信社会、国際社会、少子・高齢化社会等に対

応できる人間の育成を推進するとし、特に国際社会に対しては「国際社会を主体的に生き

る」人材を育てることが教育目標とされた。 

2002（平成 14）年のサッカーワールドカップ以降、川淵三郎氏の会長（キャプテン）(注

3)就任を始め、「キャプテンズ・ミッション」、「JFA2005 年宣言」によってサッカーの普

及、競技力向上、一環指導体制の確立等に取組み、特に「JFA2005 年宣言」の更なる具現

化を狙っていた日本サッカー協会は、国内では特に充実した環境であるＪヴィレッジ（詳

しくは第 2 章第 3 節第 2 項 p.44 を参照されたい）を拠点とすることを決め、更に福島県

の教育目標の一部「国際社会を主体的に生きる」人材の育成にも注目し、日本サッカー協

会が目指す国際レベルのサッカー選手育成を重ね合わせることで、行政、学校教育と連携

した「エリートプログラム」に向けて構想がスタートした。 
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注 

 

1) 「トレセン」は、日本サッカー協会が全国に設置している若年層育成拠点のことで、中央からの情報

に準じて各「トレセン」で指導が行われ、一環指導体制の確立に役立っている。 

 

2)サッカーの場合、学校運動部の他にクラブチームの活動も盛んである。例えば、高体連が主催する全

国大会の他に、日本サッカー協会と朝日新聞社が主催する高円宮杯全日本ユースサッカー選手権大会が

あり、1999（平成11）年にクラブユースチームとしてジュビロ磐田ユースが初優勝し、その後も2004(平

成16)年、2005(平成17)年にクラブユースチームが優勝している。 

 

3)正式には「日本サッカー協会会長」だが、川淵三郎氏自身の47都道府県の各サッカー協会会長と差別

化を図ることと、親しみをもってもらいたいとう想いから呼称を公募し、「キャプテン」に決定。日本サ

ッカー協会関連のホームページ、メディアなど、普段は「キャプテン」を用いている。 
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第 3 節 「JFA アカデミー福島」の特徴 

 

第 1 項 福島県と日本サッカー協会の連携 

 

教育政策レベルでの連携 

福島県、日本サッカー協会のそれぞれの取り組みを背景に 2004（平成 16）年 9 月、当

事の佐藤栄佐久福島県知事と日本サッカー協会の川淵三郎キャプテンが話し合いをおこな

った。話し合いの結果、福島県と日本サッカー協会の協力関係が築かれ、福島県教育委員

会が掲げる「国際社会を主体的に生きる」人材育成と、日本サッカー協会が国際舞台を視

野に入れ実践しようとする「エリートプログラム」が相互に連携を図りながら実践される

ことになった。 

川淵キャプテンは、福島県のＪヴィレッジという環境を活かし、地元の学校に通いなが

ら長期的・集中的にサッカー生活を送れば、良いエリート育成が出来ると期待していた(川

淵,2006,P59)。話し合いで決定した内容は、福島県の学校教育と、日本サッカー協会の「エ

リートプログラム」を連携させた形で「サッカーを通じた国際人の育成」を行うというも

のだった（双葉地区教育構想検討協議会、2005）。 

話し合いの後、福島県では、2004（平成 16）年 10 月に「日本サッカー協会『人材育成

プログラム』支援庁内連絡会議」後の「日本サッカー協会『人材育成プログラム』推進連

絡会議」が設置され、構想の実現に向けて検討が開始された。同年 11 月には「双葉地区

教育構想検討協議会」が設置され、福島県、福島県教育委員会、双葉地区（富岡町、広野

町、楢葉町）の各町立中学校関係者及び町教育委員会、県立富岡高等学校関係者、また日

本サッカー協会と県サッカー協会もオブザーバーとして参加し、協議が行われた。 

2005（平成 17）年 3 月には「双葉地区教育構想基本方針」に協議の結果がまとめられ、

そこで双葉地区の５校（町立富岡第一中学校、町立富岡第二中学校、町立楢葉中学校、町

立広野中学校、県立富岡高等学校）による連携型中高一貫教育構想が打ち出された。 

双葉地区における連携型中高一貫教育は、「双葉地区教育構想基本方針」の「はじめに」

の部分に、 

 

「財団法人日本サッカー協会（JFA）から福島県に対して、人材育成プログラムの提案

があった…この提案を受けて、地域の中学校と高等学校が密接に連携・協力し、更にサ
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ッカー協会のプログラムと連携しながら、サッカーのみならず様々な分野において、世

界を舞台に活躍できる人材の育成」 

 

と、日本サッカー協会の提案が大きく影響することになり、双葉地区における教育方針は

日本サッカー協会の「エリートプログラム」と連携した「国際人」の育成が構想の中核と

なる。 

また、富岡高等学校の青木淑子校長が「「JFA アカデミー福島」の受け入れに応じ、双

葉地区の中高一貫教育の体制を確立し、富岡高の普通科を国際・スポーツ科に学科再編し

ました」（朝日新聞、2006.5.22）と述べているように、学校の具体的な教育内容にも日本

サッカー協会との連携が反映している。 

このように、日本サッカー

協会と福島県が「国際的」に

活躍できる人材を育成すると

いう共通の目標を持つことに

より、競技団体と学校教育の

連携を実現した。 

2006（平成 18）年 4 月に

「JFA アカデミー福島」は開

校しており、そこに通う生徒

は、Ｊヴィレッジに隣接して

建てられた寮に寄宿しながら

双葉地区の公立中学校、高等

学校に通っている。それ以外の時間はアカデミー内でトレーニングや学習を行う。 

 

 

写真 1.「JFA アカデミー福島」 男子寮

先の「双葉地区教育構想基本方針」によって連携型中高一貫教育が実施されることにな

ったが、「連携型」とはこの場合、既存の中学校と高校が連携をとり、カリキュラム上で一

貫した教育目標を持ち、双方の教師、生徒の交流を図りながら 6 年間の一貫した教育を行

うものである。中学校から、連携している高校へ進学する場合、筆記試験は行われず、面

接試験や実技試験によって入試が行われる。 

日本サッカー協会は独自の入試によって「JFA アカデミー福島」の生徒を選抜し、男子

は４次、女子は 3 次まで入試が行われる。主な内容は書類審査、実技試験、筆記試験（作
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文）、面接、メディカルチェックである（注 1)。 

「双葉地区教育構想基本方針」の連携型中高一貫教育は、富岡町立富岡第一中学校、富

岡町立富岡第二中学校、楢葉町立楢葉中学校、広野町立広野中学校、福島県立富岡高等学

校の５校であるが、そのうち「JFA アカデミー福島」の生徒が通うのは男子中学生が広野

中学校、女子中学生が楢葉中学校、高校生は男女共に富岡高等学校である。 

６年間の教育のなかで基本目標とされるのは、「真の国際人として社会をリードする人材

の育成」であり、富岡高等学校で実施されている「国際・コミュニケーションコース」、「福

祉・健康コース」、「国際・スポーツコース」の３領域を中心に中学一年生から６年間一貫

教育が行われる。「JFA アカデミー福島」に通う生徒は、国際・スポーツコースで学ぶこ

とになる。 

また、「JFA アカデミー福島」の生徒への特別対応として、「エリートプログラム」での

活動が中学校で週 1 時間、高等学校で週 2 時間、体育の授業に換算されることになってい

る（読売新聞、2006.4.22）。 

 

地域とのつながり 

写真 2.男子寮前に設けられたピッチ 

JFA アカデミーでは、サッカー

を通じた地域とのつながりを意識

している。例えば、「JFA アカデ

ミー福島」の生徒が年代を限定せ

ず福島県内競技会に積極的に参加

したり、2007（平成 19）年 11 月

からは、活動拠点の広野町で週一

回、町のスポーツ少年団（サッカ

ー）をむかえて合同練習を行って

いる。また、幼稚園にスタッフが訪問し、サッカーと触れ合う機会を提供するなど、サッ

カー人口の拡大にも努めている。 

プログラムの内容・成果を地域と共有する意味で、随時外部からの見学者の受入れ、ス

タッフによる地元公立学校の教科体育（サッカーの指導）への参加をおこなっている（読

売新聞、2006.4.22）。 

「JFA アカデミー福島」が意識する地域とのつながりは、自治体から協力を得ているこ
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とが影響しているが、換言すると、お互いの利点があるからこそ協力が可能になっている。

つまり、日本サッカー協会にとっては「エリートプログラム」の具現化が可能になり、福

島県にとっては県内サッカーの振興・スポーツに関わる子どもの増加が望める。 

福島県は、学校教育の他に男女別の寮、専用のピッチ、室内練習場など、設備の面でも

支援をおこなっている（川淵,2005,pp.59-60）。現在のトレーニング環境としては、男女そ

れぞれ専用のピッチ、室内ピッチ、

ウェイトルーム、Ｊヴィレッジ内の

天然芝、人工芝（計 11 面）雨天練

習場などが利用でき、更に現在は自

治体の出資によってもう一つ専用の

雨天練習場が建設中である。 

（2007 年 10 月） 

写真 3.男子寮付近に建設中の室内練習場 

 

 「JFA アカデミー福島」のモデル

となったのは、フランスにおける国

立サッカー学院である。 

 

 

 

第 2 項 フランス「国立サッカー学院」をモデルにした実践 

 

 サッカーにおいて、若年層育成プログラムを実施している国々はヨーロッパに集中して

いる。ヨーロッパで行われているプログラムのタイプは大きく分けると二つある。 

一つはフランスにおいてフランスサッカー連盟と国が連携して実践しているものである。

このプログラムの実施内容はフランスサッカー連盟が作成、施設・環境整備、学校教育と

の連携の面で行政が支援している。 

もう一つは特にヨーロッパ諸国で盛んであるクラブチーム（各国のプロサッカーリーグ

に所属）を拠点に、各自治体との連携を図りながら行うものである。この場合も行政から

のバックアップ、学校教育との連携の下で実践されるが、クラブチームが実施主体となる

点で異なる。また、フランスでは両方のタイプが共存している。 

前者のタイプの取り組みとして、フランスは最も早い時期から国費を投入して若年層の

育成プログラムを実施してきた（J・P・アモン,2000,p.94）。フランスの国立サッカー学院
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は 1972（昭和 47）年、当初はヴィシーを拠点としてスタートし、1990（平成 2）年から

は現在のクレールフォンティーヌを中心に、13 歳から 15 歳の年代を育成している。 

クラブチームを主体とした育成プログラムに関しても、フランスでは、プロサッカーリ

ーグの1部と2部に所属しているクラブチームに対し、若年層育成の拠点となる育成センタ

ーの置が義務付けられており、現在では41の育成センターがある。各育成センターでは国

立サッカー学院からの情報を基に育成プログラムが構成されている。 

フランスにおけるこれらのプログラムに参加する子どもは、フランス国内の各地の拠点

に集められ、寄宿制の下、地元の学校に通いながら育成を受けている。 

1970 年代から、二種類の育成プログラムを連携させた形で実施されてきたフランス式若

年層育成体制は、サッカーフランス代表の 1998（平成 10）年ワールドカップフランス大

会優勝、2000（平成 12）年ヨーロッパ選手権優勝につながったとされている(松原ら、

2006,p.51)。 

一方、その他ヨーロッパ諸国においてもクラブチーム単位の育成プログラムが行われて

いる。特に、ドイツにおけるサッカーの環境に関して、1960 年代から実践されている「ス

ポーツ・シューレ」（注 2）の取り組みがＪヴィレッジのモデルとなるなど（川淵、

1993,p.383）、日本のサッカーに影響を与えている。ただ、ドイツにおいて若年層の育成

が本格化するのはサッカードイツ代表の成績が低迷した 1990 年代後半以降のことで、ク

ラブチームを拠点にした若年層育成はフランス式をモデルにしている（祖母井、2000,p.35）。 

ドイツを始め、ヨーロッパにおけるクラブチームを拠点にした育成はフランスの実践が

モデルとなっており(松原ら,2006,p.51)、フランスの実践はヨーロッパ内で高い評価を得て

きた。 

現在ヨーロッパにおいて若年層育成プログラムを実施している主な例として、例えばイ

ングランドでは、イングランドリーグ（プレミアリーグ）を16回、UEFA Chanpions League

（注3）で2回優勝しているマンチェスター・ユナイテッド(Manchester United Football 

Club)、スペインではスペインリーグ（リーガエスパニョーラ）を30回、UEFA Champions 

Leagueを9回優勝しているレアル・マドリード(Real Madried Club de Fútbol)、同じく、

スペインリーグを18回、UEFA Champions Leagueを2回優勝しているFCバルセロナ

(Football Club Barcelona)、ドイツではドイツリーグ（ブンデスリーガ）を20回、UEFA 

Champions Leagueを４回優勝しているバイエルン・ミュンヘン(Football Club Bayern M 

ü nchen)、オランダではオランダリーグ（エールディヴィジ）を29回、UEFA Champions 
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Leagueを4回優勝しているアヤックス・アムステルダム（Amsterdamsche Football Club 

Ajax）など、ヨーロッパの数々のビッグクラブが若年層育成の拠点となっている。 

日本サッカー協会の田嶋幸三専務理事は、2007（平成19）年6月に文科省の主催で開催

された「スポーツコーチサミット」において、ヨーロッパのビッグクラブによる若年層育

成事業では、日本サッカー協会が「エリートプログラム」、「トレセン制度」、「キッズ

プログラム」全てに当てる費用を上回る額を投じていると述べている。 

例えば、アヤックス・アムステルダムは、アムステルダム周辺のスポーツクラブ、学校

と連携をとり、身体能力の優れた子どもをスカウトしている。海外でも南アフリカ、ガー

ナ、ベルギーに育成拠点を設置し16歳までの選手を育成し、更にペルー、メキシコ、中国、

オーストラリア等のクラブチームと契約を交わし、16歳までの選手に関する情報を得てい

る。アヤックス・アムステルダムとの連携の下、世界各地で発掘された子どもは、16歳に

なるとアムステルダムの本拠地に集められ、地元の学校に通いながらプログラムに参加す

る。このプログラムには教員免許を有した学業を専門に指導するスタッフが所属しており、

サッカーのトレーニングの前後に学習指導が行われるなど、学業面のサポートに力を入れ

ている。また、学校での学業成績が、クラブの設ける基準に満たない場合、練習への参加

を停止させるなど、教育責任の面も考慮している。 

その他ヨーロッパのクラブチームでも、学校教育との連携、トレーニングシステム等で

それぞれ独自のプログラムを用いて若年層育成に取組んでいる。 

これらの取組みの発祥となったのはフランスであり、1998（平成 10）年のサッカーワ

ールドカップ優勝以降、一層注目されてきた。 

以上で挙げたヨーロッパで行われている「エリートプログラム」で共通点として挙げら

れることは、若年層育成が行政、学校教育と連携している点、子どもを育成拠点に集め、

寄宿制の下、地元の学校に通わせている点である。また、寄宿制を用いることで得られる

メリットは、トレーニング終了後に素早くトレーニング場付近に設けられた寮に帰宅し、

スムースな栄養補給、休養が可能になるなど、トレーニングに合理的な環境を得ることが

できることと、サッカー以外の面においても普段の生活を通じて指導できるなど、総合的

に集中した選手育成ができることにある。 

日本サッカー協会は「JFA2005 年宣言」の具現化にむけ、フランス式の若年層育成プロ

グラムに注目した（川淵,2005,p.59）。また、日本サッカー協会は 2005（平成 17）年 9 月、

フランスサッカー連盟と連携協定を結んでおり、それ以降フランスからの情報提供を受け
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ている（読売新聞、2006.05.11）。 

フランスにおける若年層育成体制について詳しく述べると、まず、フランスにおけるス

ポーツ全般の選手育成を推進しているのは政府内の青少年スポーツ省（Ministére 

Jeunesse et Sport）である。サッカーに関して専門的な取組みを行うのが青少年スポーツ

省の下部組織のフランスサッカー協会（Fédération Française de Football）である。 

 

フランスにおける具体的プログラム内容 

先に述べたように、フランスにおけるサッカーの若年層育成体制は、選手育成、行政、

学校教育が連携した形で行われており、フランスサッカー協会が主体となり、青少年スポ

ーツ省の協力の下に運営している。主な育成拠点は国立サッカー学院（ＩＮＦ）と、クラ

ブチーム内の育成センターの２種類である。 

特に、「JFA アカデミー福島」のモデルとなっている国立サッカー学院は、「個」の育成

を目指し、チームとしての育成は行っていない。つまり、チーム内での連携や、チームと

して成績を残すことは考えず、それぞれの選手がどのチームに行ってもプレーできるよう

にすることを意識している。 

国立サッカー学院の本拠地は現在パリ近郊のクレールフォンティーヌに置かれており、

フランス国内には全部で 8 ヶ所設けられている。国立サッカー学院では、毎年 1000 人近

い入学志望者中から 20 人の子どもを選抜しており、合格した場合は各生徒の自宅から最

も近い拠点に配属される。対象年齢は 13 歳から 15 歳まで 3 年間である。卒業後は、主に

クラブチームごとの育成センターでサッカーを続けることになり、それぞれのクラブのユ

ースチームとして活動しながらプロを目指す。ちなみに、フランスでは国立サッカー学院

の実践が開始される以前、13 歳から 15 歳の年代（中学生年代）における育成環境の改善

が求められていた背景があり、日本サッカー協会の「キャプテンズ・ミッション」のミッ

ション 4「中学生年代の活性化」と共通した問題を抱えていた。 

国立サッカー学院の歴代卒業生のうち、卒業直後 95%はクラブチームの育成センターへ

進み、その後サッカーを続ける上で 50 人以上がユースのナショナルテームに選抜、40 人

以上がプロ選手に、3 人がフランス代表となっている（松原ら、2007,p.41）。 

それぞれの国立サッカー学院では、約 10 面のピッチ、室内練習場、プール、メディカ

ルセンター、図書資料室が設けられており、生徒は常に利用することができる。 

国立サッカー学院で実践されている寄宿制では、家庭による教育を尊重している。フラ

 62



ンスサッカー協会は、子どもが家元から離れて暮らすことで生じる教育上の弊害を考慮し、

1 年目と 2 年目は、週末の強制的帰宅が実施されている。試合に関しても 2 年目までは地

元のクラブチームとして参加することになっている。 

またその際、子どもは地元のクラブに情報を提供する役割も担っており、８ヶ所の国立

サッカー学院と４１ヶ所の育成センター、計４９ヶ所の育成拠点で情報が共有され、一環

指導の促進につながっている。 

 

フランス国立サッカー学院における行政との連携 

国立サッカー学院の目標の一つには、若年層育成体制の活性化を図るとともに、早期の

「エリートプログラム」によって親元から別離することで生じる、教育環境の悪化を懸念

する人々（フランスにおいて）を納得させることがある。（松原ら、2006,p.28）。 

また、フランスでは若年層におけるサッカーの過熱により、勝利至上主義が問題となっ

ており、国立サッカー学院の設置は、そういった若年層のサッカー環境を修復する狙いも

ある（松原ら、2006,p.56）。このように国内のスポーツ環境の正常化や、競技と学業を両

立させるモデル的実践として機能することで、公共事業としての存在意義を保っている。 

 

「JFA アカデミー福島」における実践 

「JFA アカデミー福島」では、以上のようなフランスにおける競技団体、行政、学校教

育の連携をモデルにしている。 

2007（平成 19）年度の時点で「JFA アカデミー福島」の生徒数は男子 31 人（1 年目 15

人、2 年目 16 人）、女子 28 人（1 年目 23 人、2 年目 5 人）である。テクニカル・アドバ

イザーとして、フランスの国立サッカー学院で指導を行っていたクロード・デゥソーコー

チをむかえている。 

フランスの実践では卒業生がプロとして活動するなど、既に結果が出ているが、「JFA

アカデミー福島」の取組みではスクールマスター（校長）の田嶋幸三氏が述べるように、

将来 4 人に 1 人はＪリーグでプレーする選手に育つことを期待している（読売新聞、

2005.8.15）。 

 日本における実践はまだ具体的な成果が出ておらず、発展段階といえるが、以下のよう

な方針の下で実践している。 
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「JFA アカデミー福島」のトレーニングコンセプト 

 フランスの国立サッカー学院が実践している「個」の育成をモデルにしている。チーム

スポーツであるサッカーにおいて、チームの戦術に合わせてプレーする、チームメイトと

の連係プレーを充実させるなど、チームとしてのプレーが重要になる。例えば、サッカー

日本代表では監督の方針に基づいたプレースタイルがあり、選手の選考もそのプレースタ

イルに馴染むかどうかという点が重要になる。あるいは、一部の優秀な選手に合わせてチ

ームのプレースタイルが考えられる場合もある。つまり、日本代表の選手たちのほとんど

は、個人の能力特性の他に、いかにチームの連携スタイルに馴染めるかが求められる。「JFA

アカデミー福島」では、クラブチームから代表チームへの順応、新しい日本代表監督の元

での新しい連携スタイルへの順応、といったプレー環境の変化に対応できるよう、一定の

チームの戦術に縛り付けるのではなく、チームとしての「JFA アカデミー福島」ではなく、

あくまでも「個」としての育成を重視している。実際に、所属する子どもは、同じ年代と

の試合は、年一回の JFA プレミアカップ（注 4）を除いては行わず、上の年代との試合が

中心となっている。 

トレーニング方針は、日本サッカー協会が作成した「指導ガイドライン」に基づく年代

区分に沿って行われる。そのため、「JFA アカデミー福島」では U-16 に中学 3 年生と高校

1 年生が該当するなど、学校の枠を飛び越えた年代設定の下でトレーニングが行われる。 

 

進路に関する方針 

進路の面では、中学校卒業の段階で一度検討することになっている。様々な理由で適応困

難な場合、身体的な理由でハイレベルのトレーニングが困難な事態が生じた場合、本人、

家族、学校、指導者との協議によって「エリートプログラム」への参加を持続するかどう

か決定する。 

 

費用に関する方針 

 入学後、サッカーに関わる費用は全て日本サッカー協会が負担するが、公立学校に関わ

る費用は一般生徒と同様の負担となる。 

 

その他のサポート体制 

サポート面では、日本サッカー協会技術委員会、女子委員会、スポーツ医学委員会等に
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より、メディカル、栄養、フィジカル、テクニカルにおいてサポートを行っている。また、

精神的な面には、カウンセラーが相談にのることになっている。 

 

学業に関するサポート 

「JFA アカデミー福島」は寮内において「人間的な教育」、「論理的思考」、「語学能力」、「ロ

ジカルコミュニケーションスキル」、「IT 等の総合的教育」、「リーダー教育」といった「JFA

プログラム」を実施している。特にコミュニケーション、英会話等は外部の講師を招いて

いる。 

 

   

表 3.「JFA アカデミー福島」の年代別トレーニングコンセプト（日本サッカー協会ホームページ） 

 

 

第 3 項 「JFA アカデミー福島」の検討 

 

優れた点 

(1)競技団体と行政の連携 

「JFA アカデミー福島」の充実したトレーニング環境、学校教育との連携は、地元行政
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の協力の下に実現している。地元行政との協力関係を築き上げるために、教育政策の構想

から日本サッカー協会が関わったことも、効率的に両者が協力できる要因である。 

 「JFA アカデミー福島」の実践は地域とスポーツがともに活性化する方法としてあらた

な方法を示唆している。 

(2)トレーニングコンセプト 

 「JFA アカデミー福島」のトレーニング実践では、「個」の育成をコンセプトとしてお

り、団体種目としては目の前の勝利を求めずに生徒の可能性を最大限に引き出す取組みで

ある。このように、種目の特徴に応じた、科学的な競技力向上の実践を行えるのは、競技

団体が直接トレーニング内容を統括しているからである。 

学校運動部での競技力向上は、学校体育連盟が主催する競技会を基準にトレーニングコ

ンセプトが設定されるため、例えばサッカーのように競技団体から年代別の「指導ガイド

ライン」が出されても、競技会でそのコンセプトが通用しないという事態が起こる。その

ため他の種目でも競技団体が優れたトレーニングコンセプトを提示しても学校運動部の実

践現場で実現できない事態が起こりうる。 

 

課題 

(1)育成拠点の不足 

「JFA アカデミー福島」のモデルであるフランスの国立サッカー学院は、フランス国内

に８ヶ所設置されている。それに対し、日本は「JFA アカデミー福島」の 1 ヶ所のみであ

る。また、フランスの実践では遠方から生徒を集める必要がなく、一、二年目の生徒は強

制的に毎週末実家に帰宅させている。 

日本の場合は、フランスのように競技団体が行政の下部組織として機能しているわけで

はなく、競技団体と自治体の自主的な交渉が必要となる。更に自治体ごとの財政、教育方

針、施設建設地の有無など、全ての条件がそろう必要がある。 

「JFA アカデミー福島」の例も、一競技団体（日本サッカー協会）と一自治体の合意の

上に実現しており、このような取組みを日本全体に普及させるにはどうしても長期的な期

間を要する。 

(2)教育責任の問題 

親元を離れることで考えなくてはならないことの一つに、教育の責任がある。4 人に 1

は人プロになってほしいという目標をみるだけでも、将来生徒がサッカー以外の道に進む
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可能性も高く、サッカー以外の進路に向けた準備も必要である。 

特に近年では 2006（平成 18）に改訂された「教育基本法」（文科省、2006）で家庭の

教育責任が見直されるなど、家庭による教育の重要視は社会的な傾向であり、親元を離れ

た教育に関しては慎重になる必要がある。 

そこで、親元から離れて行われる「JFA アカデミー福島」では、「エリート」育成を目

指して独自に行われる「JFA プログラム」の他に、学校教育で行われる一般的な学力に関

しても責任を負う必要がある。対策として「JFA アカデミー福島」では、年数回の帰省（男

子 2 回、女子 3 回）、公立学校の長期休業期間の帰省、カウンセラーによる相談、地元の

家庭に週末などを利用してホームステイする「サポートファミリー」を実施している。た

だ、島田ヘッドコーチが「早急な拠点数拡大が早急の課題」と述べるように、全国的にプ

ログラムの受け皿を普及させる必要がある。 

例えば、フランス国立サッカー学院では、学習に関する基準は設けられていないが、子

どもを親元から離して育成する場合もあるヨーロッパのクラブチーム単位の若年層育成プ

ログラムでは学業成績の基準を設け、基準に満たない子どもの練習・試合の参加を規制し

ている。 

また、教育責任の問題への対応の一つとして、親元から離さずに、競技団体の選手育成

プログラムを実践するという方法が考えられるが、その点で全国的に展開されている学校

運動部(サッカーの場合はクラブチームも)は受け皿として期待できる。 

 

考察  

「JFA アカデミー福島」における競技団体と地元行政の連携は競技力向上と学校教育の連

携が可能であることを示している。その条件は「JFA アカデミー福島」での連携をモデル

にするならば、競技力向上の実践が自治体の教育目標と同じ方向に向かうことである。 

「スポーツ振興基本計画」以降、競技力向上のノウハウは学校外を中心に展開される傾

向にあり、学校運動部における具体的実践は、現場の技量に依存されている。そのなかで

「JFA アカデミー福島」は学校外において優れた競技力向上の実践をし、国内の競技力向

上のモデルとなろうとしている。また、地元行政との連携は競技力向上と学校教育の新し

い関係のあり方となっている。 

日本サッカー協会が実践する最新の競技力向上の取り組み、「指導ガイドライン」にみら

れる年代別の育成は学校運動部のサッカーにおいても有効な競技力向上の実践といえるが、
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実際には学校体育連盟が作成する全国大会の開催基準がそれに適応していないため、年令

を飛び越えたチーム作り・トレーニングが優先されることになる。 

競技団体が実践するような最先端の競技力向上の実践を学校運動部にも普及させるには

学校体育連盟はまず、競技会の開催基準作成等に競技団体の参加を認め、種目ごとの育成

プログラムに対応した競技会を開催することが求められる。 

育成拠点の不足と教育責任の問題は「エリートプログラム」共通の課題といえる。例え

ば日本新体操協会の「エリートプログラム」では現在は千葉県立大宮高校（通信制）の授

業とレポートを中心に学習が行われているが、学業成績に関する基準は設けられていない。

親元を離れた活動であるため、いかにプログラム内で教育責任を負うかが課題として挙げ

られる。新体操の「エリートプログラム」で監督を務める山崎浩子氏は「学業面に関して

は日本体操協会からは特別な措置は行っていない、現状としてはもともと学業レベルの高

い生徒に来てもうしかない」と述べている。しかし、メンバーの選出は全国高校総体など

の主要競技会での成績、入試試験（「オーディション」）によって行われており、入試試験

の内容は 1 次審査では身長・股下・体重の測定、2 次審査では柔軟性・バランス・ピボッ

ト（注 1）・ジャンプ能力のテスト、3 次審査では投げ・受けのテスト、4 次審査では総合

的な演技のテストと、学業成績に関する審査内容が含まれていない（日本体操協会ホーム

ページ）。新体操の「エリートプログラム」は期間が一年間に限られており、その期間を終

えた選手は、その後もオリンピック代表を目指してそれぞれ所属するクラブチーム等で活

動することになる。だが選手・社会人として将来の進路が保障されるわけではないため、

やはり教育面での責任問題を解決する必要がある。場合によっては日本体操協会の取り組

みは競技団体がかつて「オリンピック主義」と共に生徒のスポーツに勝利至上主義を持ち

込んだという失敗を繰り返す虞がある。 

若年層における、少数を対象にした一環指導や英才教育が過熱することで、小学校低学

年やそれ以前の段階で競争が過熱化したり、生徒のスポーツ環境に格差が生じ、身体能力

に恵まれたごく一部の子ども以外は早くから見込みを奪われ、スポーツの普及にマイナス

の作用が働くという所謂「スポーツ格差」という懸念もある（滝口、2007,pp.46-57）。も

し育成プログラムの内容の実施母体（学校運動部）を広めることができれば、対象となる

子どもの数を拡大できると同時に親元を離れるリスクを避けることができ、「スポーツ格

差」・教育責任の問題が是正させると考えられる。 
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注 

 

1)入試試験に関しては日本サッカー協会が独自に書類審査、実技試験、筆記試験（作文）、面接、メディ

カルチェック等を行う。（男子の場合、書類審査または各都道府県トレセンでの実績によっては、1 次試

験の実技試験免除）募集人数は、2008 年 4 月入学予定の生徒で男子 15 人、女子 6 人である。審査書類

は、学校の成績に関する書類、身体的な数値・サッカーあるいはスポーツ歴・得意なポジション等をみ

る「個人調査書」、「健康調査所」などである。実技試験では、スキルテスト、フィジカルテスト、ゲー

ム等を行う。筆記試験（作文）は男子で 3 次試験以降、女子で 2 次試験以降行われ、面接は個人面接と

保護者面接をそれぞれ最終試験で行う。現在は二期生までが入学しており、男子は中学１、2 年生、女子

は中学 1、2 年生、高校 2 年生（女子のみ初年度高校生を募集）が在籍している。 

 

2)「スポーツシューレ」はＪヴィレッジのモデルとなった、ドイツのスポーツ施設である。 

 

3)ヨーロッパ諸国のトップのクラブチームが集まり頂点を争うリーグ 

 

4)JFA プレミアカップは、日本サッカー協会が主催する中学生年代の競技会である。毎年Ｊヴィレッジ

で開催されている。 
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第 4 章 「エリートプログラム」の事例から導き出される学校運動部の実践 

 

 これまで述べてきたことをまとめると、まず戦後の「オリンピック主義」等の影響によ

って競技団体による過熱した競技力向上が顕著になり、学校運動部にも影響を与えた。そ

の競技力向上熱から生徒のスポーツを守るために、文部省によって「対外競技の基準」の

通達、学校体育連盟による主体的な全国大会の管理が行われた。 

戦後にスタートした学校体育連盟を中心とする体制の下では、全国大会開催基準の作成

に偏っていた。その代わりに具体的なトレーニング内容は「オリンピック主義」を社会的

背景に広まった勝利至上主義等の影響を受けることになり、後に競技団体が「オリンピッ

ク主義」と共に学校運動部に勝利至上主義を持ち込んだと批判されることになった。 

一方、全国大会開催基準では学校教育活動としての性格を尊重するため、「学校対抗制」

が原則とされた。現在でもその基準は存在しており、中学・高校生にとって中心的な競技

会である全国中学校体育大会、全国高校総体、全国高校選抜には学校運動部としてのみ出

場できる。しかし、「スポーツ振興基本計画」以降、競技団体を中心に学校外での競技力向

上が進められ、学校外における選手育成プログラムの発展が進んだ。そのことによって「育

成」と「発表」の場が二分化することになっている。今後効率的な若年層育成体制を確立

するために、二分化した状況を連結する必要がある（図 4）。 

そのなか、かつて過熱した競技力向上によって警戒された競技団体では、過去の非科学

的実践を反省し、科学的根拠に基づく選手育成が進められている。そこでは勝利至上主義、

精神主義的実践といった性格は影を潜めており、多数派である学校運動部が置き去りにさ

れようとしている。特に第 3 章で取り上げた「JFA アカデミー福島」の取組みは、競技力

向上において合理的プログラムを採用し、JOC の新たな取組みのモデルとなるなど、国内

では先進的事例となっている。 

学校外で充実化する競技力向上の取り組みは、具体的なトレーニング内容を要する学校

運動部にも向けられる必要がある。また、「JFA アカデミー福島」にみられる自治体との

協力は、競技力向上と学校教育の連盟のモデルとなりうる。 

以下において、図 4 で示した体制を実現するための具体的対策について述べる。 
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学校運動部の実践 学校外の実践 

 

図 4. 生徒の競技力向上をめぐる競技会と選手育成プログラムⅡ 
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第１節 競技団体による学校運動部統括への参加 

 

競技技団体は種目ごとにおいて科学的見地に立ったトレーニング方法を培っており、か

つてのように単に競技会の回数を増やしたり、「根性主義」のように非科学的トレーニング

を実践する風潮は影を潜めている。むしろ日本サッカー協会の「エリートプログラム」に

代表されるトレーニング方針は、勝敗を意識しない育成、各年代に適した慎重な育成が行

われている。こういった競技団体の取組みが学校運動部の現場に浸透することで、精神主

義的実践、非科学的実践が改善へと向かう。 

競技団体と学校運動部をつなぐ連結役として、各都道府県競技団体の役割が期待される。

各都道府県競技団体と各学校運動部の連結役としては、序章第 5 節で挙げた中西の提案通

り地区ごとの学校運動部指導者で組織される連絡セクション「学校運動部指導者連絡会」

を設けるべきである。 

日本サッカー協会の「JFA アカデミー福島」の実践では、育成拠点の不足、親元を離れ

ることで生じる教育責任の問題が課題として挙げられたが、もし学校運動部への情報提供

に伴って競技団体のトレーニングコンセプトが全国的に広まれば、学校運動部を育成プロ

グラム実践の場として考えることができ、親元を離れることなく、多くの子どもに優れた

教義環境を与えることができる。 

また、競技団体は過去に学校運動部との関わりで失敗をしており、再度強いつながりを

もつことに懸念が持たれることが予想される。そういった懸念に対する説明責任として、

競技団体のプログラムの効果と、自治体ごとの教育目標が一致する部分を見出す必要がる。

その点で「JFA アカデミー福島」における競技力向上と教育目標の連携は、競技団体と教

育委員会の協力のモデルとなる。例えば、ほとんどの都道府県教育委員会では、教育目標

に「子どもの体力向上」が盛り込まれており、競技団体による学校運動部への情報提供は、

生徒のスポーツ実践を健全な方向に導くことが期待され、効率的な体力向上へとつながる

と考える。 

 JOC、JISS からの情報提供を基に総合型地域スポーツクラブを拠点に行われている「タ

レント発掘事業」が今後全国的に展開されるようになれば、種目ごとに独立している競技

団体では実践が難しかった種目変更の機会を提供する場ともなる。また、競技団体ごとの

選手育成プログラムが学校運動部に浸透していれば、「タレント発掘事業」によって適正度

の高い種目をみつけ、学校運動部に振り分けることで、「タレント発掘プログラム」と競技
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団体の育成プログラムの連携を図ることができる。 

 

 

第 2 節 学校運動部の地域移譲に向けた中・長期的対策 

 

「学校対抗制」は総合型地域スポーツクラブにおける競技力向上の定着を遅らせる要因

となり、また、競技団体が作成した育成プログラムの実践を困難にしてきた。第 1 章で述

べたように、学校体育連盟が設けている「学校対抗制」は学校体育連盟が発足し、全国大

会開催基準を設けた時からスタートしている。学校体育連盟にとって全国大会の主体的な

開催は、文部省（文科省）が学校教育活動として認めた活動、つまり教育的活動を維持す

ることであり、「学校対抗制」の導入も学校運動部が学校教育活動である証となってきた。

そのため、学校体育連盟が主体的な管理を行っている以上「学校対抗制」を廃止すること

は難しいと考える。 

そうなると、現状の全国大会の開催基準から単に「学校対抗制」を削除するのではなく、

他の組織によって新たな基準が設けられる必要がある。そこで、学校内・外において競技

力向上実践を行うようになった競技団体による全国大会の開催基準作成を提案する。競技

団体によって「学校対抗制」を廃止することで、総合型地域スポーツクラブからの競技会

の出場が可能になり、競技力向上の場が徐々に地域へと移り始める。そして中・長期的に

は「スポーツ振興基本計画」で社会的要求として示された地域でのスポーツ振興へとつな

がる。また、競技団体が有する種目ごとの専門的情報と、これまで学校体育連盟主催の競

技会に共催者として携わってきた経験を活かすことできる。 

多種目に渡る中学・高校生の全国大会をまとめるそれぞれ一つの開催基準を作成するに

は、種目ごとの協議が必要となる。そのために日体協内に「生徒競技会管理・運営委員会」

を設け、全国大会の開催基準を作成することを提案する。 

 

 第 3 節 学校体育連盟による学校運動部の教育的性格の維持 

 

競技団体が負うことの出来ないことの一つして、学校教育活動としての性格の維持があ

る。充実した生徒の競技力向上体制を実現できるのは、競技団体であるというのが本研究

の立場であるが、それは必ずしも競技団体が学校運動部の教育的性格を保てるということ 
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学校運動部 学校体育連盟 

総合型地域スポーツクラブ・

（「タレント発掘事業」） 

（生涯スポーツ） 

自治体教育目標 競技団体 

情報提供・ 

全国大会の開催基準作成 

競技力向上 

教育的性格の維持 

種目変更の機会提供 

・ 徐々に移譲 

・ 適性種目への振り分け 

子どもの体力向上（例） 

 

図 5.学校運動部、競技団体、総合型地域スポーツクラブの連携モデル 

 

ではない。競技団体が適切な管理を行えるのは、競技力向上の面においてのみである。 

学校運動部の統括体制が競技力向上に偏るのを防ぎ、教育的性格を維持する役割を負う

のは、学校体育連盟のであると考える。もともと学校体育連盟本来の役割は生徒のスポー

ツを教育的活動から逸脱せぬよう管理することであり、そのために全国大会の基準を作成

し、健全な開催を試みてきた。 

学校運動部の競技力向上が健全且つ活発に行われるためには、選手育成実践の充実化だ

けでは不十分である。そこで、学校体育連盟による新たな役割として学校運動部における

倫理面の管理を提案する。具体的な内容は選手のリクルート、競技団体により行き過ぎた
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競技力向上が行われていないかなど、学校や競技団体を三者的立場から管理することであ

る。 

以上、三つの提案を図 5 に示した。 
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結章 

 

 第 1 節 本論文の総括 

 

中学校と高校の学校運動部は戦後からの学校体育連盟による統括によって、「学校教育活

動」としての性格を維持するため独自の環境を作り上げてきた。一方、「開かれた学校」や

「学校スリム化」（不必要な要素は学校外で担う）といった社会的要求と、子どもの体力低

下・地域で体を動かす場の消失、国際競技力の低下といった課題を背景に、文部省は 2000

（平成 12）年「スポーツ振興基本計画」を出し、地域のスポーツ環境の充実、国際競技力

の総合的向上を目指している。同計画を契機に進む総合型地域スポーツクラブの増加や、

競技団体、JOC、JISS による学校外での育成プログラムの実践は、「スポーツ振興基本計

画」で目指された国際競技力の向上にむけて本格的な実践を行っており、そこで展開され

る一環指導体制や集中的な英才教育は組織的な体制がなければ実現が難しい高度な内容に

なっている。そうした高度な内容を実現できていない学校運動部は、具体的選手育成実践

の未成熟という課題を抱えている。2000（平成 12）年以降の学校運動部への提言として

は、段階的な学校運動部の地域移譲、引続き学校運動部を学校内に位置付けていくという

ものがある。しかし、いずれにしても学校運動部が抱える具体的選手育成実践の未成熟と

いう課題を解決することに焦点が当てられていなかった。 

 そこで、学校体育連盟に不足している種目ごとの具体的選手育成実践の充実を図る競技

団体の取り組みに注目し、学校運動部と競技団体の競技力向上における連携について考察

した。 

第 1 章では学校運動部独自の性格を整理するため、学校運動部の競技力向上をめぐる歴

史的背景について述べた。国立科学スポーツセンターを始め、科学的トレーニングが競技

力向上の大前提となっている現在、学校運動部において精神主義的実践が指摘される背景

には、戦前に国家主義教育の中心的位置付けにあったエリート校の教育と結びついて培わ

れた修養主義的スポーツ実践があった。特に旧制高等学校の野球の実践はモデル的実践と

なり、他の種目にも影響を与えながら全国に広まった。 

終戦後の教育改革の時期に、学校運動部にも行政的対策が講じられることとなる。文部

省は「対外競技の基準」によって生徒の競技会の機会に規制を加え、学校運動部実践の過

熱防止を図った。しかし 1950 年代、競技団体を中心に「オリンピック主義」が台頭し、
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学校運動部にも競技会参加の機会の拡大が求められると、文部省によって出されていた「対

外競技の基準」が緩和され始める。当時、現場では具体的指導方法が確立されていなかっ

たため再び戦前からの精神主義的実践に頼るしかなかった。オリンピック東京大会を過ぎ

た 1965（昭和 40）年頃には、勝利至上主義や精神主義的実践復活の原因をつくった競技

団体の行いに対して批判がされるなど、競技団体の競技力向上対策は学校運動部に負の影

響を与える例を示す結果となった。 

文部省による競技会の制限が緩和された代わりに、中学校体育連盟と高等学校体育連盟

は競技会の統括役として期待された。前者は 1979（昭和 54）年、後者は 1955（昭和 30）

年以降全国大会の開催基準を作成している。現在では全国の中学・高校生の約半数が両連

盟を通じて加盟しており、学校体育連盟が管理する競技会は中学・高校生にとって中心的

な「発表」の場となっている。 

 学校体育連盟が作成している全国大会の開催基準では「学校対抗制」が原則とされてき

たが、学校外におけるスポーツ実践が普及しはじめた現在、「学校対抗制」は学校運動部に

閉鎖的な性格を与える要因となっている。 

第 2 章では、「スポーツ振興基本計画」を中心にスポーツへの社会的要求を整理し、そ

の要求に沿う形で進められる総合型地域スポーツクラブと、競技団体、JOC、JISS による

競技力向上対策について述べた。 

地域におけるスポーツ振興の要としての役割を期待される総合型地域スポーツクラブは、

確実に全国に広まりをみせている。ただ、総合型地域スポーツクラブは「スポーツ振興基

本計画」で生涯スポーツの部分で扱われ、日体協では生涯スポーツを専門の管轄とする都

道府県体育協会が対策に当たるなど、競技スポーツではなく生涯スポーツの受け皿として

の性格が強いのが現状である。 

更に、学校体育連盟が作成する全国大会の開催基準の「学校対抗制」は、地域のクラブ

としての出場を不可能にしているため、中学・高校生の競技活動の中心とならずにいる。 

学校外の競技力向上対策としてはまず、JOC、JISS が中心となって行われる「タレント

発掘事業」がある。「タレント発掘事業」は、種目を限定せず、身体能力が優れた子どもを

選抜し、週一回程度の実践を通じて、将来伸びると考えられる種目を見つけだし、振り分

ける実践である。具体的実施内容は、競技団体ごとに開発された一環指導プログラムが基

本となって組み立てられており、今後は種目ごとの一環指導プログラムの作成が急務であ

る。また、子どもたちが学校運動部や地域のクラブと重複して参加するため、普段のトレ
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ーニングに気を配らないと長期的視野に立った発掘プログラムが台無しになる危険性もあ

る。そのため、学校運動部を始め、地域のクラブには競技団体が作成する一環指導プログ

ラムが浸透している必要がある。 

学校外の競技力向上としてもう一つは、競技団体が実施する「エリートプログラム」が

ある。「エリートプログラム」は単一の種目において優れた子どもを選抜し、育成拠点での

共同生活、地元の公立学校への通学を通じて集中的育成が行われる。現在は日本バレーボ

ール協会、日本新体操協会、日本サッカー協会が学校教育の協力を得て実践している。 

 学校外における競技力向上の実践としては「タレント発掘事業」と「エリートプログラ

ム」が現在本格的に展開されているといえる。ただ「タレント発掘事業」は種目ごとの専

門トレーニングと並行して行われるもので、種目ごとの実践が事業の基盤となる。そこで、

学校運動部の競技力向上で不足している具体的選手育成実践のヒントとして、競技団体が

行う「エリートプログラム」に注目した。 

第 3 章では競技団体が実施する「エリートプログラム」について詳しく掘り下げた。「エ

リートプログラム」ではかつて批判の対象となった競技団体の非科学的実践等は影を潜め

ていた。なかでもサッカーの「JFA アカデミー福島」は、日本サッカー協会が作成した選

手育成プログラムの実施を始め、地元の自治体との連携など、優れた点挙げることができ

た。ただ、「エリートプログラム」では共通の課題として、育成拠点の不足が原因となって

起こる教育責任の問題、「スポーツ格差」発生の懸念などが課題となっている。 

第 4 章では学校運動部の長所（競技会の機会の充実）・短所（選手育成実践が未熟）、学

校外での取り組みの長所（選手育成プログラムの充実）・短所（競技会の機会の不足、育成

拠点の不足）を考察した結果を踏まえ、それぞれが是正・補足しあう体制について提案し

た。 

まず早急に取り組むべき対策として、競技団体による学校運動部統括の参加を挙げた。

競技団体の下部組織である都道府県競技団体を通じて各学校運動部に選手育成実践を普及

させることで、学校運動部に具体的実施内容が提供される。同時に「エリートプログラム」

が抱えている育成拠点の不足、親元を離れることで生じる教育責任の問題および英才教育

で懸念される「スポーツ格差」を是正することができる。都道府県競技団体と各学校運動

部を結ぶ役割として各地域の学校運動部指導者で組織された連絡委員会を設けることも必

要となる。競技団体が学校教育活動である学校運動部に関与するには、競技団体の関与が

教育上価値のあることでなければならない。そのために、「JFA アカデミー福島」をモデ
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ルとして、自治体の教育目標と競技力向上が連携を図る方法がある。例えばほとんどの教

育委員会で教育目標の一つとされている「子どもの体力向上」と競技団体の育成プログラ

ムの連携は一つの方法である。 

中・長期的対策としては、社会的要求から学校運動部は地域とのつながりを強めていく

ことが求められているため、学校運動部の段階的地域移譲の一方法を示した。具体的には

学校体育連盟では廃止が難しかった競技会の基準の「学校対抗制」を、学校内・外で競技

力向上実践を行うようになった競技団体が基準作成を行うことで廃止し、学校外の活動も

全国中学校体育大会や全国高校総体の枠に参加できるようにする。それによって総合型地

域スポーツクラブでの競技活動が盛んになり、徐々に学校運動部との交流が進む。そして

最終的には「スポーツ振興基本計画」の背景にあった「開かれた学校」や「学校スリム化」

が具現化されることになる。 

学校体育連盟の新たな役割として、学校運動部の教育的性格の維持を挙げた。具体的に

は、選手のリクルート、競技団体によって不健全な実践が行われていないか、など第三者

としての視点で学校運動部の倫理的な面を管理する。 

 

 第 2 節 今後の課題 

 

 本研究では学校外の選手育成プログラムの事例として、競技団体の取り組みに注目した。

特定の種目の実践のため、全体的な統括体制に関する提案をした。今後は種目ごとの特殊

性に対応した個別的対応も求められる。そのためには各種目において育成プログラムの特

徴や競技性の特質などを考察する必要がある。 
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